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議案第１号

令和８年度山口市一般会計補正予算（第３号）

 令和８年度山口市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２７６，７１６千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９４，９６２，６５９

千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」に

よる。  

（繰越明許費の補正）  

第２条  繰越明許費の追加は、「第２表  繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）  

第３条  債務負担行為の追加、廃止及び変更は、「第３表  債務負担

行為補正」による。

（地方債の補正）  

第４条  地方債の変更は、「第４表  地方債補正」による。

  令和８年９月７日提出

山口市長  伊  藤  和  貴

- 1 -



16 15,460,415 132,387 15,592,802

2 国庫補助金 3,476,750 132,387 3,609,137

20 3,629,754 2,700 3,632,454

1 基金繰入金 3,528,401 2,700 3,531,101

21 79,432 115,829 195,261

1 繰越金 79,432 115,829 195,261

23 6,936,100 25,800 6,961,900

1 市債 6,936,100 25,800 6,961,900

94,685,943 276,716 94,962,659

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

国庫支出金

繰入金

繰越金

市債

歳　　入　　合　　計
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2 13,714,410 44,600 13,759,010

1 総務管理費 11,863,386 44,600 11,907,986

3 37,286,701 228,116 37,514,817

1 社会福祉費 16,638,230 48,116 16,686,346

2 児童福祉費 17,734,589 180,000 17,914,589

6 3,727,328 4,000 3,731,328

1 農業費 2,291,105 4,000 2,295,105

94,685,943 276,716 94,962,659

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

総務費

民生費

農林水産業費

歳　　出　　合　　計

- 3 -



第２表　繰越明許費補正

追　加 （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名

10 教育費 ２ 小学校費 小学校施設長寿命化事業 99,120

金　　額
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第３表　債務負担行為補正

追　加 （単位　千円）　

廃　止 （単位　千円）　

変　更 （単位　千円）　

期　　間 限　度　額

新立体駐車場取付道路
整備工事

令 和 9 年 度 84,000

事　　　　項 期　　間 限　度　額

新本庁舎広場整備工事（１工区） 令 和 9 年 度 ２７３，０００

期　　間 限　度　額

新本庁舎外構工事（３工区） 令 和 9 年 度 ９４，８００

２１５，０００

令 和 9 年 度 27,300

事　　　　項 期　　間 限　度　額

新本庁舎広場整備工事
令 和 9 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

５５０，０００

補　正　後

事　　　　項

補　正　前

新本庁舎広場造成工事（２工区）
令 和 9 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で
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第４表　地方債補正

　変　更 （単位　千円）　

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限 度 額 起債の方法 利　率 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利　率 償還の方法

庁舎整備事業 1,508,400 普通貸借 年５％以内 政府資金に 1,532,700 普通貸借 年５％以内 政府資金に

社会福祉施設
整備事業 1,800 又は （ただし、 ついてはそ 3,300 又は （ただし、 ついてはそ

証券発行 利率見直し の定めると 証券発行 利率見直し の定めると

方式で借り ころとし、 方式で借り ころとし、

入れる資金 その他の資 入れる資金 その他の資

について、 金について について、 金について

利率の見直 は借入先と 利率の見直 は借入先と

しを行った 協議して定 しを行った 協議して定

後において めるものと 後において めるものと

は、当該見 する。 は、当該見 する。

直し後の利 直し後の利

率) 率)

起債の目的
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議案第２号  

   令和８年度山口市介護保険特別会計補正予算（第２号）  

 令和８年度山口市の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４９３，２５０千円

を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ

１９，３１６，３４０千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに  

 補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」に  

 よる。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  

 

- 7 -



4 4,896,437 8,206 4,904,643

1 支払基金交付金 4,896,437 8,206 4,904,643

8 1 485,044 485,045

1 繰越金 1 485,044 485,045

18,823,090 493,250 19,316,340

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

支払基金交付金

繰越金

歳　　入　　合　　計

補　正　額

 千円

- 8 -



4 6,892 202,430 209,322

1 基金積立金 6,892 202,430 209,322

5 104,153 290,820 394,973

1 償還金及び還付加算金 2,800 290,820 293,620

18,823,090 493,250 19,316,340

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

基金積立金

諸支出金

歳　　出　　合　　計

歳　　出

款 計

 千円

項
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議案第３号  

   令和８年度山口市地域下水道事業特別会計補正予算（第  

１号）  

 令和８年度山口市の地域下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３２千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９，３１５千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに  

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」に  

よる。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  
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4 1 32 33

1 繰越金 1 32 33

9,283 32 9,315

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰越金

歳　　入　　合　　計

補　正　額

 千円
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1 9,283 32 9,315

1 地域下水道費 9,283 32 9,315

9,283 32 9,315

 千円

補　正　額

 千円

地域下水道費

歳　　出　　合　　計

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額
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議案第４号  

山口市行政手続条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴     

 

山口市行政手続条例の一部を改正する条例  

山口市行政手続条例（平成１７年山口市条例第１０号）の一部を次

のように改正する。  

第１４条第３項を次のように改める。  

３  行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない

場合においては、第１項の規定による通知を、公示の方法によって

行うことができる。  

 第１４条に次の１項を加える。  

４  前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき

者の氏名、第１項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁

が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付す

る旨（以下この項において「公示事項」という。）を規則で定める

方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置くとと

もに、公示事項が記載された書面を当該行政庁の事務所の掲示場に

掲示し、又は公示事項を当該事務所に設置した電子計算機の映像面

に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとるこ

とによって行うものとする。この場合においては、当該措置を開始
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した日から２週間を経過したときに、当該通知がその者に到達した

ものとみなす。  

 第１５条第１項中「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に改め

る。  

 第２１条第３項中「第１４条第３項」及び「同条第３項」の次に

「及び第４項」を、「と、」の次に「同項中」を加え、「掲示を始め

た日から２週間を経過した」を削り、「、掲示を始めた」を「、当該

措置を開始した」に改める。  

 第２８条中「第１４条第３項及び」の次に「第４項並びに」を加え、

「「同項第３号」を「同条第４項中「第１項第３号」に、「同条第３

号」を「第２７条第３号」に、「同条第３項後段」を「同条第４項後

段」に、「第１４条第３項後段」を「第１４条第４項後段」に改める。  

   附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の山口市行政手続条例（以下この項におい

て「新条例」という。）第１４条第３項及び第４項（これらの規定

を新条例第２１条第３項（新条例第２４条後段において準用する場

合を含む。）及び第２８条において読み替えて準用する場合を含

む。）の規定は、この条例の施行の日以後にする通知について適用

し、同日前にした通知については、なお従前の例による。  
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議案第５号  

地方自治法第２４３条の３の規定に基づく財政に関する事項の公表

に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴     

 

地方自治法第２４３条の３の規定に基づく財政に関する  

事項の公表に関する条例の一部を改正する条例  

地方自治法第２４３条の３の規定に基づく財政に関する事項の公表

に関する条例（平成１７年山口市条例第４６号）の一部を次のように

改正する。  

第２条第１項を次のように改める。  

第２条  公表は、毎年度１１月に次に掲げる方法で行う。  

 (1) 市報に掲載する方法  

 (2) インターネットを利用して閲覧に供する方法  

 第３条第１項各号列記以外の部分を次のように改める。  

第３条  前条第１項の規定により公表を行う事項は、４月１日から９

月３０日までの間における次に掲げる事項とする。  

第３条第２項を削る。  

   附  則  

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。  
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議案第６号  

 山口市基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。  

  令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴       

 

山口市基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を  

改正する条例  

山口市基金の設置、管理及び処分に関する条例（平成１７年山口市

条例第５１号）の一部を次のように改正する。  

第４条中「山口市県収入証紙等購入基金」を「山口市収入印紙購入

基金」に改める。  

 別表第２ (1)の項中「山口市県収入証紙等購入基金」を「山口市収

入 印 紙 購 入 基 金 」 に 改 め 、 「 山 口 県 収 入 証 紙 及 び 」 を 削 り 、    

「１，２８０万円」を「７００万円」に改める。  

   附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第７号  

山口市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴  

 

山口市税条例の一部を改正する条例  

 山口市税条例（平成１７年山口市条例第５２号）の一部を次のよう

に改正する。  

第３４条の７の見出し中「寄付金」を「寄附金」に改め、同条第１

項第２号中「及び第３号に掲げる寄附金（同条第３項の規定により特

定寄附金とみなされるものを含む。）並びに」を「から第４号までに

掲げる寄附金（法第３１４条の７第１項第２号に掲げる寄附金を除

く。）及び」に改め、同号イ中「又は山口県教育委員会」を削り、

「公益信託ニ関スル法律（大正１１年法律第６２号）第１条」を「公

益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）第２条第１項第１号」

に、「金銭」を「当該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金」に

改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和９年１月１日から施行する。  

 （市民税に関する経過措置）  

２  所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第
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３条第１項の規定の適用がある場合における改正後の山口市税条例

第３４条の７第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定の適用に

ついては、同項第２号中「寄附金（法第３１４条の７第１項第２号

に掲げる寄附金を除く。）及び」とあるのは、「寄附金（所得税法

等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項

の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規定

による改正前の所得税法第７８条第３項の規定により特定寄附金と

みなされるものを含み、法第３１４条の７第１項第２号に掲げる寄

附金を除く。）及び」とする。  
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議案第８号 

山口市使用料、手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

令和８年９月７日提出 

山口市長 伊 藤 和 貴

山口市使用料、手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 山口市使用料、手数料徴収条例（平成１７年山口市条例第５３号）

の一部を次のように改正する。 

別表第１土地建物使用料の部１の款を次のように改める。

１ 土地使用料 １ 平 方 メ ー ト ル １ 月 に つ

き、土地の価格の１，０００

分の６を超えない額の範囲

内で市長が定める額とする

（ 備 考 ２ に 該 当 す る と き

は、備考２第２号を適用す

る。）。ただし、次の各号

に掲げるものに係る使用に

ついては、それぞれ当該各

号に定める額とする。 

(1) 郵便差出箱 １個１
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年 に つ き ６ ０ ０ 円 と

し、その使用期間が１

年未満であるときは、

月割計算とする（備考

２に該当するときは、

備考２第１号を適用す

る。）。 

(2) 電気又は電気通信等

の線路を設置するため

の本柱、支柱、支線そ

の他の工作物で電気通

信事業法施行令（昭和

６０年政令第７５号）

別表第１に掲げるもの

同 表 に 規 定 す る 額 と

し、備考２の規定にか

かわらず、その使用期

間が１年未満であると

きは、これを１年とし

て計算する。 

(3) 山口市道路占用料徴

収条例（平成１７年山

口市条例第１９０号）
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別表に掲げるもののう

ち、前２号に掲げるも

の以外のもの 同表に

規定する額とし、備考

２ の 規 定 に か か わ ら

ず、その使用期間が１

年未満であるときは、

これを１年として計算

する。 

別表第１会議室等一時使用料の部中「４６０円」を「５５０円」に、

「９９０円」を「１，１９０円」に、「７８０円」を「９４０円」に、

「１，６５０円」を「１，９８０円」に、「９３０円」を「１，１２０

円」に、「１，９８０円」を「２，３８０円」に、「１，５６０円」

を「１，８７０円」に、「３，３００円」を「３，９６０円」に改め

る。

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市使用料、手数料徴収条例の規定は、

この条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用し、同日

前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の使用に係る許可を受けた場合の使用料については、なお従前
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の例による。

（準備行為）

４ 新条例の規定による使用料の徴収を行うために必要な行為は、施

行日前においても行うことができる。

- 26 -



議案第９号 

 使用料及び手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例を次

のように定める。 

令和８年９月７日提出 

山口市長 伊 藤 和 貴 

使用料及び手数料の見直しに伴う関係条例の整備に関す 

る条例 

（山口市使用料、手数料徴収条例の一部改正） 

第１条 山口市使用料、手数料徴収条例（平成１７年山口市条例第 

５３号）の一部を次のように改正する。 

別表第１０中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第１０（第２条関係） 

手数料

種類 種別 金額

交 付 手 数

料 

住 民 票 又 は 除 票 の 写 し の

交付 

１ 通 に つ き  ３ ０ ０ 円

（ 住 民 票 の 写 し の 交 付 で

多 機 能 端 末 機 に よ る 場 合

に あ っ て は 、 １ 通 に つ き

１００円） 

戸 籍 の 附 票 又 は 戸 籍 の 附１ 通 に つ き ３ ０ ０ 円
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票の除票の写しの交付 （ 戸 籍 の 附 票 の 写 し の 交

付 で 多 機 能 端 末 機 に よ る

場 合 に あ っ て は 、 １ 通 に

つき１００円） 

印鑑登録証の交付 １件につき ３００円 

地 籍 調 査 の 成 果 等 の 写 し

の交付 

１件につき ３００円 

農 地 台 帳 記 録 事 項 要 約 書

の交付 

１件につき ３００円 

証 明 手 数

料 

印鑑証明 １ 通 に つ き  ３ ０ ０ 円

（ 多 機 能 端 末 機 に よ る 場

合 に あ っ て は 、 １ 通 に つ

き１００円） 

身分証明 １通につき ３００円 

農地の現況証明 １ 件 に つ き  ８ ０ ０ 円

（ １ 筆 増 す ご と に ８ ０ 円

を加算する。） 

課税証明 １ 件 に つ き  ３ ０ ０ 円

（ 多 機 能 端 末 機 に よ る 場

合 に あ っ て は 、 １ 件 に つ

き１００円） 

納税証明 １件につき ３００円 

固 定 資 産 課 税 台 帳 記 載 事１件につき ３００円 
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項証明

土 地 改 良 区 で あ る こ と の

証明 

１件につき ７００円 

土 地 改 良 区 の 役 員 で あ る

ことの証明 

１件につき ７００円 

建築台帳記載証明 １件につき ７００円 

その他規則で定める証明 １件につき ３００円

閲 覧 照 合

手数料 

住民票の閲覧照合 １件につき ３００円 

固 定 資 産 課 税 台 帳 の 閲 覧

照合 

１件につき ３００円 

農地台帳の閲覧照合 １件につき ３００円 

そ の 他 公 簿 、 公 文 書 、 図

面の閲覧照合 

１件につき ３００円 

（山口市立学校施設使用料徴収条例の一部改正） 

第２条 山口市立学校施設使用料徴収条例（平成１７年山口市条例第

６０号）の一部を次のように改正する。 

別 表 第 １ 中 「 ６ ２ ９ 円 」 を 「 ７ ６ ０ 円 」 に 、 「 ３ １ ４ 円 」 を

「３８０円」に、「１，０９８円」を「１，３２０円」に改める。 

別 表 第 ２ 中 「 ２ １ ０ 円 」 を 「 ２ ６ ０ 円 」 に 、 「 １ ０ ５ 円 」 を

「１３０円」に、「１，０４８円」を「１，２６０円」に改める。 

（山口情報芸術センター設置及び管理条例の一部改正） 

第３条 山口情報芸術センター設置及び管理条例（平成１７年山口市

条例第６８号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「２０，９００」を「２５，０８０」に、「５６，１００」
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を「６７，３２０」に、「７１，５００」を「８５，８００」に、

「６８，２００」を「８１，８４０」に、「１１７，７００」を

「１４１，２４０」に、「１２６，５００」を「１５１，８００」

に、「２４，２００」を「２９，０４０」に、「６７，１００」を 

「８０，５２０」に、「８５，８００」を「１０２，９６０」に、

「８１，４００」を「９７，６８０」に、「１４０，８００」を

「１６８，９６０」に、「１５１，８００」を「１８２，１６０」

に 、 「 ３ ， １ ９ ０ 」 を 「 ３ ， ８ ３ ０ 」 に 、 「 ８ ， ４ ７ ０ 」 を 

「１０，１６０」に、「１０，７８０」を「１２，９４０」に、

「 １ ０ ， ３ ４ ０ 」 を 「 １ ２ ， ４ １ ０ 」に 、 「 １ ７ ， ７ １ ０ 」を 

「２１，２５０」に、「１９，０３０」を「２２，８４０」に、

「２２０」を「２６０」に、「７７０」を「９２０」に、「９９０」

を「１，１９０」に、「８８０」を「１，０６０」に、「１，５４０」

を 「 １ ， ８ ５ ０ 」 に 、 「 １ ， ６ ５ ０ 」 を 「 １ ， ９ ８ ０ 」 に 、 

「１，９８０」を「２，３８０」に、「２，５３０」を「３，０４０」

に 、 「 ２ ， ４ ２ ０ 」 を 「 ２ ， ９ ０ ０ 」 に 、 「 ４ ， ２ ９ ０ 」 を 

「５，１５０」に、「４，６２０」を「５，５４０」に、「３，０８０」

を 「 ３ ， ７ ０ ０ 」 に 、 「 ２ ， ９ ７ ０ 」 を 「 ３ ， ５ ６ ０ 」 に 、 

「５，１７０」を「６，２００」に、「５，６１０」を「６，７３０」

に 、 「 １ ， ２ １ ０ 」 を 「 １ ， ４ ５ ０ 」 に 、 「 ３ ， ３ ０ ０ 」 を 

「３，９６０」に、「４，０７０」を「４，８８０」に、「７，０４０」

を 「 ８ ， ４ ５ ０ 」 に 、 「 ７ ， ５ ９ ０ 」 を 「 ９ ， １ １ ０ 」 に 、 

「５５０」を「６６０」に、「１，４３０」を「１，７２０」に、

「１，８７０」を「２，２４０」に、「１，７６０」を「２，１１０」
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に 、 「 ７ ， ２ ６ ０ 」 を 「 ８ ， ７ １ ０ 」に 、 「 １ ８ ， ７ ０ ０ 」を 

「２２，４４０」に、「２３，１００」を「２７，７２０」に、

「 ３ ９ ， ６ ０ ０ 」 を 「 ４ ７ ， ５ ２ ０ 」に 、 「 ４ １ ， ８ ０ ０ 」を 

「 ５ ０ ， １ ６ ０ 」 に 、 「 ８ ， ６ ９ ０ 」を 「 １ ０ ， ４ ３ ０ 」 に、 

「 ２ ２ ， ０ ０ ０ 」 を 「 ２ ６ ， ４ ０ ０ 」に 、 「 ２ ７ ， ５ ０ ０ 」を 

「３３，０００」に、「４７，３００」を「５６，７６０」に、

「 ４ ９ ， ５ ０ ０ 」 を 「 ５ ９ ， ４ ０ ０ 」 に 、 「 ５ ， ０ ６ ０ 」 を  

「 ６ ， ０ ７ ０ 」 に 、 「 １ ３ ， ２ ０ ０ 」を 「 １ ５ ， ８ ４ ０ 」 に、 

「 １ ６ ， ５ ０ ０ 」 を 「 １ ９ ， ８ ０ ０ 」に 、 「 １ ５ ， ４ ０ ０ 」を 

「１８，４８０」に、「２９，７００」を「３５，６４０」に、

「 ６ ， ０ ５ ０ 」 を 「 ７ ， ２ ６ ０ 」 に 、 「 １ ９ ， ８ ０ ０ 」 を   

「２３，７６０」に、「１７，６００」を「２１，１２０」に、

「 ３ ３ ， ０ ０ ０ 」 を 「 ３ ９ ， ６ ０ ０ 」に 、 「 ３ ５ ， ２ ０ ０ 」を 

「４２，２４０」に、「６６０」を「７９０」に、「２，３１０」

を 「 ２ ， ７ ７ ０ 」 に 、 「 ２ ， ２ ０ ０ 」 を 「 ２ ， ６ ４ ０ 」 に 、  

「３，８５０」を「４，６２０」に、「４，１８０」を「５，０２０」

に 、 「 ３ ， ５ ２ ０ 」 を 「 ４ ， ２ ２ ０ 」 に 、 「 ３ ， ７ ４ ０ 」 を 

「４，４９０」に、「６，７１０」を「８，０５０」に、「８，５８０」

を 「 １ ０ ， ３ ０ ０ 」 に 、 「 ８ ， １ ４ ０」 を 「 ９ ， ７ ７ ０ 」 に、 

「 １ ４ ， ３ ０ ０ 」 を 「 １ ７ ， １ ６ ０ 」 に 、 「 ８ ， ０ ３ ０ 」 を  

「 ９ ， ６ ４ ０ 」 に 、 「 １ ０ ， ２ ３ ０ 」を 「 １ ２ ， ２ ８ ０ 」 に、 

「９，６８０」を「１１，６２０」に改める。 

（山口南総合センター設置及び管理条例の一部改正） 

第４条 山口南総合センター設置及び管理条例（平成１７年山口市条
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例第６９号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「９，９００」を「１１，８８０」に、「１７，６００」

を「２１，１２０」に、「２４，２００」を「２９，０４０」に、

「 ３ ５ ， ２ ０ ０ 」 を 「 ４ ２ ， ２ ４ ０ 」に 、 「 ４ １ ， ８ ０ ０ 」を 

「５０，１６０」に、「１２，１００」を「１４，５２０」に、

「 ２ ０ ， ９ ０ ０ 」 を 「 ２ ５ ， ０ ８ ０ 」に 、 「 ２ ９ ， ７ ０ ０ 」を 

「３５，６４０」に、「４０，７００」を「４８，８４０」に、

「 ４ ９ ， ５ ０ ０ 」 を 「 ５ ９ ， ４ ０ ０ 」 に 、 「 １ ， ６ ５ ０ 」 を 

「 １ ， ９ ８ ０ 」 に 、 「 ２ ， ２ ０ ０ 」 を 「 ２ ， ６ ４ ０ 」 に 、 

「３，８５０」を「４，６２０」に、「５，５００」を「６，６００」

に、「７，１５０」を「８，５８０」に、「６６０」を「７９０」

に、「８８０」を「１，０６０」に、「１，５４０」を「１，８５０」

に、「２，８６０」を「３，４３０」に、「３３０」を「４００」

に 、 「 ４ ４ ０ 」 を 「 ５ ３ ０ 」 に 、 「 ７７ ０ 」 を 「 ９ ２ ０ 」 に、 

「１，１００」を「１，３２０」に、「１，４３０」を「１，７２０」

に 、 「 １ ９ ０ 」 を 「 ２ ３ ０ 」 に 、 「 ２６ ０ 」 を 「 ３ １ ０ 」 に、 

「４６０」を「５５０」に、「８５０」を「１，０２０」に改める。

別 表 第 ２ 第 １ 号 の 表 中 「 ２ ， ３ １ ０ 」 を 「 ３ ， ４ ７ ０ 」 に 、 

「３，０８０」を「４，６２０」に、「７７０」を「１，１６０」

に 、 「 ３ ３ ０ 」 を 「 ５ ０ ０ 」 に 、 「 ４４ ０ 」 を 「 ６ ６ ０ 」 に、 

「 １ １ ０ 」 を 「 １ ７ ０ 」 に 、 「 ８ ２ ０」 を 「 １ ， ２ ３ ０ 」 に、 

「１，１００」を「１，６５０」に、「２７５」を「４１０」に、

「１６５」を「２５０」に改める。 

別表第２第２号の表中「５２」を「８０」に改める。 
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別表第２第３号の表中「２１０」を「３２０」に改める。 

別 表 第 ３ 冷 房 の 項 及 び 暖 房 の 項 中 「 １ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 

「１２，０００円」に、同表舞台関係設備道具の項から照明設備の

項までの規定中「１０，０００円」を「１５，０００円」に、同表

体育関係設備器具の項及びその他の設備器具の項中「１５，０００円」

を「２２，５００円」に改める。 

別表第４中「４，１８０」を「５，０２０」に、「２，０９０」

を「２，５１０」に、「３８５」を「４６０」に、「１４７」を 

「１８０」に改める。 

（山口市大海総合センター設置及び管理条例の一部改正） 

第５条 山口市大海総合センター設置及び管理条例（平成１７年山口

市条例第７１号）の一部を次のように改正する。

別表第１号の表中「８，６３０円」を「１０，３６０円」に、 

「１２，９４０円」を「１５，５３０円」に、「４３，１６０円」

を「５１，７９０円」に、「１，６１９円」を「１，９４０円」に、

「 １ ， ２ ８ ０ 円 」 を 「 １ ， ５ ４ ０ 円 」に 、 「 １ ， ９ ３ ０ 円 」を 

「２，３２０円」に、「６，４７０円」を「７，７６０円」に、

「２４２円」を「２９０円」に、「６３０円」を「７６０円」に、

「 ９ ６ ０ 円 」 を 「 １ ， １ ５ ０ 円 」 に 、 「 ３ ， ２ ３ ０ 円 」 を 

「３，８８０円」に、「１２１円」を「１５０円」に、「１，５００

円」を「１，８００円」に、「２，２６０円」を「２，７１０円」

に 、 「 ７ ， ５ ５ ０ 円 」 を 「 ９ ， ０ ６ ０円 」 に 、 「 ２ ８ ３ 円 」を 

「３４０円」に、「３，１４３円」を「３，７７０円」に改める。 

別表第２号の表中「３１４円」を「３８０円」に、「５３４円」
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を「６４０円」に、「２１０円」を「２５０円」に、「４３０円」

を「５２０円」に、「２６２円」を「３１０円」に、「４８２円」

を「５８０円」に改める。 

別 表 第 ３ 号 の 表 中 「 １ ， ９ ２ ０ 円 」 を 「 ２ ， ３ １ ０ 円 」 に 、

「２，２００円」を「２，６４０円」に、「５５０円」を「６６０

円」に、「２７５円」を「３３０円」に改める。 

別表第４号の表中「１６５円」を「２００円」に、「３８５円」

を「４６０円」に改める。 

（山口市徳地文化ホール設置及び管理条例の一部改正） 

第６条 山口市徳地文化ホール設置及び管理条例（平成１７年山口市

条例第７２号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１，０４８円」を「１，２６０円」に、「１，２５７

円」を「１，５１０円」に、「１，５７１円」を「１，８９０円」

に、「３１４円」を「３８０円」に、「３７７円」を「４５０円」

に、「８３８円」を「１，０１０円」に、「２６２円」を「３１０

円」に、「１０５円」を「１３０円」に、「１５７円」を「１９０

円」に、「２９１円」を「３５０円」に、「２７３円」を「３３０

円」に、「７８円」を「９０円」に改める。 

（山口ふれあい館設置及び管理条例の一部改正） 

第７条 山口ふれあい館設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

７３号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「５４０円」を「６５０円」に、「１，１００円」を

「１，３２０円」に、「２７０円」を 「３２０円」に、「５５０

円」を「６６０円」に、「１００円」を「２００円」に、「５０
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円」を「１００円」に改め、同表備考を次のように改める。 

備考 冷暖房を利用する場合は、上段( )書の金額を加算する。 

別表第２中「２２０円」を「２６０円」に、「１，１００円」を

「１，３２０円」に改め、同表備考を削る。 

別表第３中「２２，０００円」を「２６，４００円」に改める。 

（クリエイティブ・スペース赤れんが設置及び管理条例の一部改

正） 

第８条 クリエイティブ・スペース赤れんが設置及び管理条例（平成

１７年山口市条例第７５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「３，３００」を「３，９６０」に、「４，４００」

を 「 ５ ， ２ ８ ０ 」 に 、 「 ５ ， ５ ０ ０ 」 を 「 ６ ， ６ ０ ０ 」 に 、 

「６，６００」を「７，９２０」に、「８，８００」を「１０，５６０」

に、「１１，０００」を「１３，２００」に、「２，２００」を

「２，６４０」に、「１，１００」を「１，３２０」に改める。 

（中原中也記念館設置及び管理条例の一部改正） 

第９条 中原中也記念館設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

７６号）の一部を次のように改正する。 

別表中「３３０円」を「５００円」に、「２７５円」を「４１０

円」に、「２２０円」を「３３０円」に、「１６５円」を「２５０

円」に改める。 

（山口市菜香亭設置及び管理条例の一部改正） 

第１０条 山口市菜香亭設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

７７号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１，８７０」を「２，８１０」に、「４，９５０」

- 35 -



を 「 ７ ， ４ ３ ０ 」 に 、 「 １ ， ６ ５ ０ 」 を 「 ２ ， ４ ８ ０ 」 に 、  

「４，２９０」を「６，４４０」に、「２，２００」を「２，６４０」

に 、 「 ２ ２ ０ 」 を 「 ２ ６ ０ 」 に 、 「 ５７ ０ 」 を 「 ６ ８ ０ 」 に、 

「７１０」を「８５０」に、「６６０」を「７９０」に、「１，８４０」

を「２，２１０」に、「８８０」を「１，０６０」に、「２，３１０」

を「２，７７０」に、「４４０」を「５３０」に、「１，１４０」

を「１，３７０」に、「５５０」を「６６０」に、「１，４３０」

を 「 １ ， ７ ２ ０ 」 に 、 「 １ ， １ ０ ０ 」 を 「 １ ， ６ ５ ０ 」 に 、  

「２，８１０」を「４，２２０」に、「１，３２０」を「１，９８０」

に 、 「 ３ ， ５ ２ ０ 」 を 「 ５ ， ２ ８ ０ 」 に 、 「 １ ， ８ ８ ０ 」 を  

「２，２６０」に、「２，３５０」を「２，８２０」に、「８９０」

を「１，０７０」に、「１，１３０」を「１，３６０」に改める。 

別表第２中「１００円」を「３００円」に、「５０円」を「１５０

円」に改める。 

（十朋亭維新館設置及び管理条例の一部改正） 

第１１条 十朋亭維新館設置及び管理条例（平成３０年山口市条例第 

１８号）の一部を次のように改正する。 

別表中「２００円」を「３００円」に、「１００円」を「１５０

円」に改める。 

（山口市阿東三谷ふれあいセンター設置及び管理条例の一部改正） 

第１２条 山口市阿東三谷ふれあいセンター設置及び管理条例（平成 

２２年山口市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１４０円」を「１７０円」に、「２１０円」を「２５０

円」に改める。 
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（山口市歴史民俗資料館設置及び管理条例の一部改正） 

第１３条 山口市歴史民俗資料館設置及び管理条例（平成１７年山口

市条例第８１号）の一部を次のように改正する。

第 ６ 条 の 表 中 「 １ １ ０ 円 」 を 「 １ ３ ０ 円 」 に 、 「 ８ ８ 円 」 を

「１１０円」に改め、同表備考を次のように改める。 

備考 高等学校、中等教育学校及び特別支援学校とは、学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）に規定するものをいう。 

（山口市体育施設設置及び管理条例の一部改正） 

第１４条 山口市体育施設設置及び管理条例（平成１７年山口市条例

第８５号）の一部を次のように改正する。 

別表第２第１号の表中「５２円」を「６０円」に、「１０５円」

を「１３０円」に改め、同表備考４を削る。 

別表第２第２号の表中「２７５円」を「３３０円」に、「１６５

円」を「２００円」に改め、同表備考３を削る。 

別表第２第３号の表中「７３円」を「９０円」に、「１０５円」

を 「 １ ３ ０ 円 」 に 、 「 １ ， ０ ４ ８ 円 」を 「 １ ， ２ ６ ０ 円 」 に、 

「５２４円」を「６３０円」に改め、同表備考を次のように改める。

備考 利用時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間

とする。 

（山口市柔剣道場設置及び管理条例の一部改正） 

第１５条 山口市柔剣道場設置及び管理条例（平成１７年山口市条例

第８７号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１００円」を「１２０円」に改める。 

（山口市スポーツの森設置及び管理条例の一部改正） 
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第１６条 山口市スポーツの森設置及び管理条例（平成１７年山口市

条例第８９号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１，５７１」を「２，３６０」に、「７８６」を

「 １ ， １ ８ ０ 」 に 、 「 １ ５ ， ７ １ ４ 」を 「 ２ ３ ， ５ ７ ０ 」 に、 

「４１９」を「６３０」に、「２１０」を「３２０」に、「７，８５７」

を「１１，７９０」に、「２７５」を「４１０」に、「１３２」を

「２００」に、「５，５００」を「８，２５０」に、「２，３５７」

を「３，５４０」に、「７８，５７１」を「１１７，８６０」に、

「４，１９１」を「６，２９０」に、「２，０９５」を「３，１４０」

に、「６２９」を「９４０」に、「３９，２８６」を「５８，９３０」

に 、 「 ２ ， ７ ５ ０ 」 を 「 ４ ， １ ３ ０ 」 に 、 「 １ ， ３ ２ ０ 」 を  

「１，９８０」に、「３９６」を「５９０」に、「２７，５００」

を「４１，２５０」に改める。 

別表第２中「１９，８００」を「２３，７６０」に、「９，９００」

を「１１，８８０」に、「４９，５００」を「５９，４００」に、

「４，９５０」を「５，９４０」に、「６，６００」を「７，９２０」

に、「３，３００」を「３，９６０」に改める。 

別表第４中「４４０」を「６６０」に、「１１０」を「１７０」

に改め、同表備考を削る。 

（やまぐちリフレッシュパーク設置及び管理条例の一部改正） 

第１７条 やまぐちリフレッシュパーク設置及び管理条例（平成１７

年山口市条例第９０号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１，８１５」を「２，７２０」に、「２７５」を

「４１０」に、「７，２６０」を「１０，８８０」に、「１，１００」
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を 「 １ ， ６ ４ ０ 」 に 、 「 ５ ５ 」 を 「 ８ ０ 」 に 、 「 ２ ２ ０ 」 を 

「３２０」に、「１６５」を「２５０」に改める。 

別表第２中「５２」を「１００」に、「１４７」を「２２０」に

改め、同表中備考を削る。 

別表第３中「２１０」を「３２０」に改める。 

別表第５中「３，３００」を「３，９６０」に、「１，６５０」

を「１，９８０」に、「１，１００」を「１，３２０」に、「８２５」

を「９９０」に、「５５０」を「６６０」に、「６６０」を「７９０」

に 、 「 ４ ４ ０ 」 を 「 ５ ３ ０ 」 に 、 「 ３３ ０ 」 を 「 ４ ０ ０ 」 に、 

「２２０」を「２６０」に、「４，１８０」を「５，０２０」に、

「２，０９０」を「２，５１０」に、「３８５」を「４６０」に改

め、同表中備考を次のように改める。 

備考 利用者が入場料その他これに類するものを徴収するとき、

又は営利、営業、宣伝等の目的で利用するときの利用料金は、

規定の利用料金の２倍の額とする。 

別表第６中「２１０」を「３２０」に、「１００」を「１５０」

に、「１６８」を「２５０」に、「８４」を「１３０」に、「１２６」

を 「 １ ９ ０ 」 に 、 「 ６ ３ 」 を 「 ９ ０ 」 に 、 「 ５ ， ５ ０ ０ 」 を 

「 ８ ， ２ ５ ０ 」 に 、 「 １ １ ， ０ ０ ０ 」を 「 １ ６ ， ５ ０ ０ 」 に、 

「１６，５００」を「２４，７５０」に改め、同表中備考を次のよ

うに改める。 

備考 利用者が入場料その他これに類するものを徴収するとき、

又は営利、営業、宣伝等の目的で利用するときの利用料金は、

規定の利用料金の２倍の額とする。 
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別表第７中「４４０」を「６６０」に、「１１０」を「１７０」

に改め、同表中備考を次のように改める。 

備考 １平方メートル未満の端数があるときは、１平方メートル

とする。 

（やまぐちサッカー交流広場設置及び管理条例の一部改正） 

第１８条 やまぐちサッカー交流広場設置及び管理条例（平成２１年

山口市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１，３２０円」を「１，９８０円」に、「１５７

円」を「２４０円」に、「１０５円」を「１６０円」に改める。 

別表第２中「２，２００円」を「２，６４０円」に、「１，１００

円」を「１，３２０円」に、「５４５円」を「６５０円」に改め、

同表備考３を削る。 

別表第３中「１２，５７０円」を「１８，８６０円」に改める。 

別表第５中「５２円」を「１００円」に、「４１９円」を「６３０

円」に改め、同表備考を次のように改める。 

  備考 １平方メートル未満の端数があるときは、これを１平方 

メートルとする。 

（山口市山口児童館設置及び管理条例の一部改正） 

第１９条 山口市山口児童館設置及び管理条例（平成１７年山口市条

例第９８号）の一部を次のように改正する。 

別表中「４９０円」を「５９０円」に、「９９０円」を「１，１９０

円 」 に 、 「 ６ １ ０ 円 」 を 「 ７ ３ ０ 円 」に 、 「 １ ， ２ ３ ０ 円 」を 

「１，４８０円」に改める。 

（山口市高齢者生きがいセンター設置及び管理条例の一部改正） 
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第２０条 山口市高齢者生きがいセンター設置及び管理条例（平成 

１７年山口市条例第１０３号）の一部を次のように改正する。 

別表中「４６０円」を「５５０円」に、「９８０円」を「１，１８０

円 」 に 、 「 ５ ７ ０ 円 」 を 「 ６ ８ ０ 円 」に 、 「 １ ， ２ ３ ０ 円 」を 

「１，４８０円」に改める。 

（山口市小郡高齢者生きがいセンター設置及び管理条例の一部改

正） 

第２１条 山口市小郡高齢者生きがいセンター設置及び管理条例（平

成１７年山口市条例第１０４号）の一部を次のように改正する。 

別 表 中 「 ２ ２ ０ 円 」 を 「 ２ ６ ０ 円 」 に 、 「 １ ， ０ ９ ０ 円 」 を

「１，３１０円」に、「３１０円」を「３７０円」に、「１，５７０

円」を「１，８８０円」に改める。 

（山口市串地区老人作業所設置及び管理条例の一部改正） 

第２２条 山口市串地区老人作業所設置及び管理条例（平成１７年山

口市条例第１０５号）の一部を次のように改正する。 

別表中「５２０円」を「６２０円」に改める。 

（山口市老人福祉館設置及び管理条例の一部改正） 

第２３条 山口市老人福祉館設置及び管理条例（平成１７年山口市条

例第１０６号）の一部を次のように改正する。 

別表中「８４０円」を「１，０１０円」に、「２，０９０円」を

「２，５１０円」に、「１，０５０円」を「１，２６０円」に、 

「２，６２０円」を「３，１４０円」に、「３３０円」を「４００

円」に、「４２０円」を「５００円」に改める。 

（山口市小郡老人福祉センター設置及び管理条例の一部改正） 
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第２４条 山口市小郡老人福祉センター設置及び管理条例（平成１７

年山口市条例第１０７号）の一部を次のように改正する。 

別表中「９４０円」を「１，１３０円」に、「２，３５０円」を

「 ２ ， ８ ２ ０ 円 」 に 、 「 ８ ４ ０ 円 」 を 「 １ ， ０ １ ０ 円 」 に 、 

「 ２ ， ０ ９ ０ 円 」 を 「 ２ ， ５ １ ０ 円 」に 、 「 １ ， ０ ５ ０ 円 」を 

「１，２６０円」に、「２，６２０円」を「３，１４０円」に、

「 １ ， ４ １ ０ 円 」 を 「 １ ， ６ ９ ０ 円 」に 、 「 ３ ， ９ １ ０ 円 」を 

「４，６９０円」に、「１，２５０円」を「１，５００円」に、

「 ３ ， ４ ８ ０ 円 」 を 「 ４ ， １ ８ ０ 円 」に 、 「 １ ， ５ ７ ０ 円 」を 

「１，８８０円」に、「４，３５０円」を「５，２２０円」に、

「３７０円」を「４４０円」に、「３３０円」を「４００円」に、

「４２０円」を「５００円」に改める。 

（山口市阿東老人福祉センター等設置及び管理条例の一部改正） 

第２５条 山口市阿東老人福祉センター等設置及び管理条例（平成 

２２年山口市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

別表中「３７０円」を「４４０円」に、「９４０円」を「１，１３０

円」に、「３３０円」を「４００円」に、「８４０円」を「１，０１０

円 」 に 、 「 ４ ２ ０ 円 」 を 「 ５ ０ ０ 円 」に 、 「 １ ， ０ ５ ０ 円 」を 

「１，２６０円」に、「１３０円」を「１６０円」に、「６６０

円」を「７９０円」に、「１２０円」を「１４０円」に、「５８０

円」を「７００円」に、「１５０円」を「１８０円」に、「７３０

円」を「８８０円」に改める。 

（山口市老人憩の家設置及び管理条例の一部改正） 

第２６条 山口市老人憩の家設置及び管理条例（平成１７年山口市条
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例第１０９号）の一部を次のように改正する。 

別表中備考以外の部分を次のように改める。 

別表（第１２条関係） 

種別 午前９時から午後１

時まで 

午後１時から午後５

時まで 

専 用

利用

広間 （７９０円）

１，５８０円

（７９０円）

１，５８０円

和室 （５９０円）

１，１８０円

（５９０円）

１，１８０円

個 人

利用

広間、和室

及 び 浴 室

（脱衣室を

含む。） 

３０人未満で利用する場合 

１人当たり１回２００円 

３０人以上で利用する場合 

１人当たり１回１００円 

（山口市休日・夜間急病診療所設置条例の一部改正） 

第２７条 山口市休日・夜間急病診療所設置条例（平成１７年山口市

条例第１１７号）の一部を次のように改正する。

別表診断書料の部普通診断書の項中「１，１００円」を「１，７００

円」に、同部特別診断書の款上記以外のものの項中「２，２００

円」を「３，３００円」に改める。 

（山口市阿知須健康福祉センター設置及び管理条例の一部改正） 

第２８条 山口市阿知須健康福祉センター設置及び管理条例（平成 

１７年山口市条例第１２０号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１，６３４円」を「１，９６０円」に、「５４５円」を

「６５０円」に、「２，２００円」を「２，６４０円」に改める。 
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（山口市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正） 

第２９条 山口市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成１７年山

口市条例第１２２号）の一部を次のように改正する。 

第３４条第５号中「１，５００円」を「３，６００円」に改める。

（山口市リサイクルプラザ設置及び管理条例の一部改正） 

第３０条 山口市リサイクルプラザ設置及び管理条例（平成１７年山

口市条例第１２４号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１１０円」を「１３０円」に、「５０円」を「６０円」

に改める。 

（山口市斎場条例の一部改正） 

第３１条 山口市斎場条例（平成１７年山口市条例第１２５号）の一

部を次のように改正する。 

別 表 １ 斎 場 ・ 火 葬 場 使 用 料 第 １ 号 の 表 火 葬 施 設 の 部 中

「３０，０００円」を「３６，０００円」に、「２０，０００円」

を「２４，０００円」に、「５，０００円」を「６，０００円」に、

「３，０００円」を「３，６００円」に改め、同表待合室の部中

「 ６ ， ６ ０ ０ 円 」 を 「 ７ ， ９ ２ ０ 円 」に 、 「 ２ ， ２ ０ ０ 円 」を 

「２，６４０円」に改め、同表葬祭場の部中「２２，０００円」を

「２６，４００円」に、「４４，０００円」を「５２，８００円」

に、「６，６００円」を「７，９２０円」に、「１３，２００円」

を「１５，８４０円」に、「１１，０００円」を「１３，２００

円」に改め、同表通夜室の部中「１１，０００円」を「１３，２００

円」に、「２２，０００円」を「２６，４００円」に、「４４，０００

円」を「５２，８００円」に、「６，６００円」を「７，９２０
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円」に、「１３，２００円」を「１５，８４０円」に改め、同表霊

安室の部中「３，３００円」を「３，９６０円」に、「６，６００

円」を「７，９２０円」に改める。 

別表１斎場・火葬場使用料第２号の表中「３０，０００円」を

「３６，０００円」に、「２０，０００円」を「２４，０００円」

に、「５，０００円」を「６，０００円」に、「３，０００円」を

「３，６００円」に、「３，５６０円」を「４，２７０円」に、 

「 １ ， １ ９ ４ 円 」 を 「 １ ， ４ ３ ０ 円 」に 、 「 ８ ， ８ ０ ０ 円 」を 

「１０，５６０円」に、「１７，６００円」を「２１，１２０円」

に、「２，６４０円」を「３，１７０円」に、「５，２８０円」を

「６，３４０円」に、「５，５００円」を「６，６００円」に、

「１１，０００円」を「１３，２００円」に改める。 

別 表 １ 斎 場 ・ 火 葬 場 使 用 料 第 ３ 号 の 表 火 葬 施 設 の 部 中

「３０，０００円」を「３６，０００円」に、「２０，０００円」

を「２４，０００円」に、「５，０００円」を「６，０００円」に、

「３，０００円」を「３，６００円」に改め、同表待合室の部中

「 ６ ， ６ ０ ０ 円 」 を 「 ７ ， ９ ２ ０ 円 」に 、 「 ２ ， ２ ０ ０ 円 」を 

「２，６４０円」に改め、同表葬祭場の部中「２２，０００円」を

「２６，４００円」に、「４４，０００円」を「５２，８００円」

に、「６，６００円」を「７，９２０円」に、「１３，２００円」

を「１５，８４０円」に改め、同表通夜室の部中「１１，０００

円」を「１３，２００円」に、「２２，０００円」を「２６，４００

円」に、「４４，０００円」を「５２，８００円」に、「６，６００

円」を「７，９２０円」に、「１３，２００円」を「１５，８４０
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円」に改め、同表霊安室の部中「３，３００円」を「３，９６０

円」に、「６，６００円」を「７，９２０円」に改める。 

別表１斎場・火葬場使用料第４号の表中「３０，０００円」を

「３６，０００円」に、「２０，０００円」を「２４，０００円」

に、「５，０００円」を「６，０００円」に、「３，０００円」を

「３，６００円」に改める。 

（山口市営墓地設置及び管理条例の一部改正） 

第３２条 山口市営墓地設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

１２６号）の一部を次のように改正する。 

第１５条中「２２，０００円」を「３３，０００円」に改める。 

（山口市営阿知須合同納骨塔設置及び管理条例の一部改正） 

第３３条 山口市営阿知須合同納骨塔設置及び管理条例（平成１７年

山口市条例第１２７号）の一部を次のように改正する。 

第７条中「２０９，５２０円」を「２５１，４２０円」に改める。

別表中「１，１００円」を「１，３２０円」に、「１，６４０

円」を「１，９７０円」に、「３，３００円」を「３，９６０円」

に、「５，５００円」を「６，６００円」に改める。 

（山口市地域交流センター設置及び管理条例の一部改正） 

第３４条 山口市地域交流センター設置及び管理条例（平成２０年山

口市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

別表第４第１号の表中「５６０円」を「６７０円」に、「２２０

円」を「２６０円」に、「５００円」を「６００円」に、「１９０

円」を「２３０円」に、「６３０円」を「７６０円」に、「２４０

円」を「２９０円」に、「１，６６０円」を「１，９９０円」に、
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「６５０円」を「７８０円」に、「１，４８０円」を「１，７８０

円 」 に 、 「 ５ ８ ０ 円 」 を 「 ７ ０ ０ 円 」に 、 「 １ ， ８ ５ ０ 円 」を 

「２，２２０円」に、「７３０円」を「８８０円」に、「６，６４０

円」を「７，９７０円」に、「２，７９０円」を「３，３５０円」

に、「５，９００円」を「７，０８０円」に、「２，４８０円」を

「２，９８０円」に、「７，３８０円」を「８，８６０円」に、

「３，１１０円」を「３，７３０円」に、「１０５円」を「１３０

円」に改める。 

別表第４第２号の表中「４７０円」を「５４０円」に、「６２０

円」を「７２０円」に、「１５７円」を「１８０円」に、「５２

円」を「６０円」に改める。 

別表第４第３号の表中「２２０円」を「２７０円」に、「７３

円」を「９０円」に改める。 

別表第４第４号の表中「１０５円」を「１３０円」に改める。 

別表第４第５号の表中「１０５円」を「１３０円」に改める。 

（山口市宮野地域交流ステーション設置及び管理条例の一部改正） 

第３５条 山口市宮野地域交流ステーション設置及び管理条例（平成

１７年山口市条例第１３９号）の一部を次のように改正する。 

別表中「５６０円」を「６７０円」に、「２２０円」を「２６０

円」に、「５００円」を「６００円」に、「１９０円」を「２３０

円」に、「６３０円」を「７６０円」に、「２４０円」を「２９０

円」に改める。 

（山口市島地温泉ふれあいセンター設置及び管理条例の一部改正） 

第３６条 山口市島地温泉ふれあいセンター設置及び管理条例（平成
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２２年山口市条例第８１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「４７０円」を「７１０円」に改める。 

別 表 第 ２ 中 「 ５ ２ ， ３ ８ ０ 円 」 を 「 ７ ８ ， ５ ７ ０ 円 」 に 、

「４１，９００円」を「６２，８５０円」に改める。 

（山口市小郡地域集会所設置及び管理条例の一部改正） 

第３７条 山口市小郡地域集会所設置及び管理条例（平成１９年山口

市条例第１５号）の一部を次のように改正する。

別表中「１，０１０円」を「１，２１０円」に、「４１０円」を

「４９０円」に、「９００円」を「１，０８０円」に、「３６０円」

を 「 ４ ３ ０ 円 」 に 、 「 １ ， １ ２ ０ 円 」を 「 １ ， ３ ４ ０ 円 」 に、 

「４６０円」を「５５０円」に、「２，４００円」を「２，８８０

円」に、「９７０円」を「１，１６０円」に、「２，１４０円」を

「 ２ ， ５ ７ ０ 円 」 に 、 「 ８ ６ ０ 円 」 を 「 １ ， ０ ３ ０ 円 」 に 、 

「 ２ ， ６ ７ ０ 円 」 を 「 ３ ， ２ ０ ０ 円 」に 、 「 １ ， ０ ８ ０ 円 」を 

「１，３００円」に改める。 

（山口市柚野地域活性化センター設置及び管理条例の一部改正） 

第３８条 山口市柚野地域活性化センター設置及び管理条例（平成 

１７年山口市条例第１４５号）の一部を次のように改正する。 

別表中「５６０円」を「６７０円」に、「２２０円」を「２６０

円」に、「５００円」を「６００円」に、「１９０円」を「２３０

円」に、「６３０円」を「７６０円」に、「２４０円」を「２９０

円」に、「１０５円」を「１３０円」に改める。 

（山口市高齢者女性等活動促進センター設置及び管理条例の一部改

正） 
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第３９条 山口市高齢者女性等活動促進センター設置及び管理条例

（平成１７年山口市条例第１４６号）の一部を次のように改正する。

別表中「５６０円」を「６７０円」に、「２２０円」を「２６０

円」に、「５００円」を「６００円」に、「１９０円」を「２３０

円」に、「６３０円」を「７６０円」に、「２４０円」を「２９０

円」に、「１０５円」を「１３０円」に改める。 

（山口市隣保館設置及び管理条例の一部改正） 

第４０条 山口市隣保館設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

１５０号）の一部を次のように改正する。 

別 表 第 １ 中 「 ５ ６ ０ 円 」 を 「 ６ ７ ０ 円 」 に 、 「 ２ ２ ０ 円 」 を 

「２６０円」に、「５００円」を「６００円」に、「１９０円」を

「２３０円」に、「６３０円」を「７６０円」に、「２４０円」を

「２９０円」に、「１，６６０円」を「１，９９０円」に、「６５０

円」を「７８０円」に、「１，４８０円」を「１，７８０円」に、

「５８０円」を「７００円」に、「１，８５０円」を「２，２２０

円 」 に 、 「 ７ ３ ０ 円 」 を 「 ８ ８ ０ 円 」に 、 「 ６ ， ６ ４ ０ 円 」を 

「７，９７０円」に、「２，７９０円」を「３，３５０円」に、

「 ５ ， ９ ０ ０ 円 」 を 「 ７ ， ０ ８ ０ 円 」に 、 「 ２ ， ４ ８ ０ 円 」を 

「２，９８０円」に、「７，３８０円」を「８，８６０円」に、

「３，１１０円」を「３，７３０円」に、「１００円」を「１２０

円」に改める。 

別 表 第 ２ 中 「 ５ ６ ０ 円 」 を 「 ６ ７ ０ 円 」 に 、 「 ２ ２ ０ 円 」 を

「２６０円」に、「５００円」を「６００円」に、「１９０円」を

「２３０円」に、「６３０円」を「７６０円」に、「２４０円」を
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「 ２ ９ ０ 円 」 に 、 「 １ ， ６ ６ ０ 円 」 を 「 １ ， ９ ９ ０ 円 」 に 、 

「６５０円」を「７８０円」に、「１，４８０円」を「１，７８０

円 」 に 、 「 ５ ８ ０ 円 」 を 「 ７ ０ ０ 円 」に 、 「 １ ， ８ ５ ０ 円 」を 

「２，２２０円」に、「７３０円」を「８８０円」に改める。 

（山口市男女共同参画センター設置及び管理条例の一部改正） 

第４１条 山口市男女共同参画センター設置及び管理条例（平成２０

年山口市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

別表中「３７０円」を「４４０円」に、「１４６円」を「１８０

円」に、「１２６円」を「１５０円」に、「４９円」を「６０円」

に改める。 

（山口市働く婦人の家設置及び管理条例の一部改正） 

第４２条 山口市働く婦人の家設置及び管理条例（平成１７年山口市

条例第１５２号）の一部を次のように改正する。

別表中「１，６４０円」を「１，９７０円」に、「３，３００

円」を「３，９６０円」に、「２，７４０円」を「３，２９０円」

に、「５，５００円」を「６，６００円」に、「１，１００円」を

「１，３２０円」に、「２，２００円」を「２，６４０円」に、

「２２０円」を「３３０円」に改める。 

（山口市勤労青少年ホーム設置及び管理条例の一部改正） 

第４３条 山口市勤労青少年ホーム設置及び管理条例（平成１７年山

口市条例第１５４号）の一部を次のように改正する。 

別 表 中 「 ６ ３ ０ 円 」 を 「 ７ ６ ０ 円 」 に 、 「 １ ， １ ２ ０ 円 」 を 

「１，３４０円」に、「５６０円」を「６７０円」に、「１，０００

円 」 を 「 １ ， ２ ０ ０ 円 」 に 、 「 ７ ０ ０円 」 を 「 ８ ４ ０ 円 」 に、 
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「１，２５０円」を「１，５００円」に、「７６０円」を「９１０

円」に、「２，１６０円」を「２，５９０円」に、「６７０円」を

「８００円」に、「１，９２０円」を「２，３００円」に、「８４０

円」を「１，０１０円」に、「２，４１０円」を「２，８９０円」

に、「５００円」を「６００円」に、「９４０円」を「１，１３０

円 」 に 、 「 ４ ４ ０ 円 」 を 「 ５ ３ ０ 円 」に 、 「 １ ， ０ ５ ０ 円 」を 

「１，２６０円」に、「１，１９０円」を「１，４３０円」に、

「 ２ ， ３ ５ ０ 円 」 を 「 ２ ， ８ ２ ０ 円 」に 、 「 １ ， ０ ６ ０ 円 」を 

「１，２７０円」に、「２，０９０円」を「２，５１０円」に、

「 １ ， ３ ３ ０ 円 」 を 「 １ ， ６ ０ ０ 円 」に 、 「 ２ ， ６ ２ ０ 円 」を 

「３，１４０円」に、「４５０円」を「５４０円」に、「８５０

円 」 を 「 １ ， ０ ２ ０ 円 」 に 、 「 ４ ０ ０円 」 を 「 ４ ８ ０ 円 」 に、 

「７５０円」を「９００円」に改める。 

（重源の郷体験交流公園設置及び管理条例の一部改正） 

第４４条 重源の郷体験交流公園設置及び管理条例（平成１７年山口

市条例第１５７号）の一部を次のように改正する。 

別表中「５２０円」を「７８０円」に、「３１０円」を「４７０

円」に、「４１０円」を「６２０円」に、「２１０円」を「３２０

円」に改める。 

（願成就温泉センター設置及び管理条例の一部改正） 

第４５条 願成就温泉センター設置及び管理条例（平成２２年山口市

条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

別表中「４７０円」を「７１０円」に、「３００円」を「４５０

円」に、「１２，２２０円」を「１８，３３０円」に、「３，１３０
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円」を「４，６９０円」に、「１，４２０円」を「２，１３０円」

に、「１，０４０円」を「１，５６０円」に改める。 

（十種ヶ峰ウッドパーク設置及び管理条例の一部改正） 

第４６条 十種ヶ峰ウッドパーク設置及び管理条例（平成２２年山口

市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

別表第１中「７，８５０円」を「９，４２０円」に、「３，１４０

円 」 を 「 ３ ， ７ ７ ０ 円 」 に 、 「 ３ １ ０円 」 を 「 ３ ７ ０ 円 」 に、 

「１５，７１０円」を「１８，８５０円」に、「１０，４７０円」

を「１２，５６０円」に、「１，０４０円」を「１，２５０円」に、

「２，０９０円」を「２，５１０円」に、「１５０円」を「１８０

円」に改める。 

別表第２中「３，１４０円」を「３，７７０円」に、「２，３５０

円 」 を 「 ２ ， ８ ２ ０ 円 」 に 、 「 ４ ７ ０円 」 を 「 ５ ６ ０ 円 」 に、 

「１，５７０円」を「１，８８０円」に、「３１０円」を「３７０

円」に、「１，８８０円」を「２，２６０円」に改める。 

別表第３中「４１０円」を「４９０円」に、「３，１４０円」を

「３，７７０円」に、「３，６６０円」を「４，３９０円」に、

「 ５ ， ２ ３ ０ 円 」 を 「 ６ ， ２ ８ ０ 円 」に 、 「 ６ ， ２ ８ ０ 円 」を 

「７，５４０円」に、「１，０４０円」を「１，２５０円」に改め

る。 

別表第４中「４，７１０円」を「５，６５０円」に、「５２０

円」を「６２０円」に、「１，５７０円」を「１，８８０円」に、

「３，１４０円」を「３，７７０円」に、「４１０円」を「４９０

円」に、「７３０円」を「８８０円」に改める。 
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（新山口駅観光交流センター設置及び管理条例の一部改正） 

第４７条 新山口駅観光交流センター設置及び管理条例（平成２９年

山口市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１，９９０円」を「２，３９０円」に、「２，４９０

円」を「２，９９０円」に、「１，０２０円」を「１，２２０円」

に、「１，２７０円」を「１，５２０円」に改める。 

（山口市産業交流拠点施設設置及び管理条例の一部改正） 

第４８条 山口市産業交流拠点施設設置及び管理条例（令和元年山口

市条例第１９号）の一部を次のように改正する。

別表第１第１号の表中「３３，０００」を「３９，６００」に、 

「 ４ ４ ， ０ ０ ０ 」 を 「 ５ ２ ， ８ ０ ０ 」に 、 「 ４ １ ， ２ ５ ０ 」を 

「４９，５００」に、「５５，０００」を「６６，０００」に、 

「 １ ９ ， ８ ０ ０ 」 を 「 ２ ３ ， ７ ６ ０ 」に 、 「 ２ ６ ， ４ ０ ０ 」を 

「３１，６８０」に、「２４，７５０」を「２９，７００」に、 

「 ２ ９ ， ０ ４ ０ 」 を 「 ３ ４ ， ８ ５ ０ 」に 、 「 ３ ８ ， ７ ２ ０ 」を 

「４６，４６０」に、「３６，３００」を「４３，５６０」に、 

「 ４ ８ ， ４ ０ ０ 」 を 「 ５ ８ ， ０ ８ ０ 」に 、 「 ４ ５ ， ３ ７ ０ 」を 

「５４，４４０」に、「６０，５００」を「７２，６００」に、 

「 ４ ８ ， １ ８ ０ 」 を 「 ５ ７ ， ８ ２ ０ 」に 、 「 ６ ４ ， ２ ４ ０ 」を 

「７７，０９０」に、「６０，２２０」を「７２，２６０」に、 

「８０，３００」を「９６，３６０」に、「７５０」を「９００」

に 、 「 １ ， ０ ０ ０ 」 を 「 １ ， ２ ０ ０ 」 に 、 「 ２ ， ３ ２ ０ 」 を 

「２，７８０」に、「３，１００」を「３，７２０」に、「１，８００」

を 「 ２ ， １ ６ ０ 」 に 、 「 ２ ， ４ ０ ０ 」 を 「 ２ ， ８ ８ ０ 」 に 、 
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「１，１２０」を「１，３４０」に、「１，５００」を「１，８００」

に 、 「 １ ， ８ ７ ０ 」 を 「 ２ ， ２ ４ ０ 」 に 、 「 ２ ， ５ ０ ０ 」 を 

「３，０００」に、「８２０」を「９８０」に、「１，１００」を

「１，３２０」に、「１，７２０」を「２，０６０」に、「２，３００」

を「２，７６０」に、「６００」を「７２０」に、「８００」を

「９６０」に、「６，６００」を「７，９２０」に、「８，８００」

を 「 １ ０ ， ５ ６ ０ 」 に 、 「 ２ ， ４ ７ ０」 を 「 ２ ， ９ ６ ０ 」 に、 

「３，３００」を「３，９６０」に、「３，３７０」を「４，０４０」

に 、 「 ４ ， ５ ０ ０ 」 を 「 ５ ， ４ ０ ０ 」 に 、 「 ４ ， ７ ２ ０ 」 を 

「５，６６０」に、「６，３００」を「７，５６０」に、「５００

円 」 を 「 ６ ０ ０ 円 」 に 、 「 ７ ， ８ ０ ０」 を 「 ９ ， ３ ６ ０ 」 に、 

「１０，４００」を「１２，４８０」に、「１５円」を「２０円」

に改める。 

別表第１第２号の表中「３３円」を「４０円」に改める。 

別表第１第３号の表中「９９０」を「１，１９０」に、「１，９８０」

を「２，３８０」に改める。 

別表第１第４号の表中「１，５００円」を「１，８００円」に、

「１０，０００円」を「１２，０００円」に、「１，０００円」を

「１，２００円」に改める。 

別表第１第５号の表中「４０，０００円」を「４８，０００円」

に改める。 

別表第１第６号の表中「１００円」を「１２０円」に改める。 

別表第２中「３，１９０円」を「３，８３０円」に、「２，８６０

円」を「３，４３０円」に改める。 
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（山口市徳地新規就農者技術習得支援施設設置及び管理条例の一部

改正） 

第４９条 山口市徳地新規就農者技術習得支援施設設置及び管理条例

（平成１７年山口市条例第１６４号）の一部を次のように改正する。

第１２条第４項中「１０，０００円」を「１２，０００円」に改

める。

（山口市徳地三谷交流センター設置及び管理条例の一部改正） 

第５０条 山口市徳地三谷交流センター設置及び管理条例（平成１７

年山口市条例第１６５号）の一部を次のように改正する。 

別表中「５６０円」を「６７０円」に、「２２０円」を「２６０

円」に、「５００円」を「６００円」に、「１９０円」を「２３０

円」に、「６３０円」を「７６０円」に、「２４０円」を「２９０

円」に改め、同表備考４中「１０５円」を「１３０円」に改め、同

表備考６を削る。 

（山口市阿東嘉年基幹集落センター設置及び管理条例の一部改正） 

第５１条 山口市阿東嘉年基幹集落センター設置及び管理条例（平成

２２年山口市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１，６６０円」を「１，９９０円」に、「６５０円」を

「７８０円」に、「１，４８０円」を「１，７８０円」に、「５８０

円」を「７００円」に、「１，８５０円」を「２，２２０円」に、

「７３０円」を「８８０円」に、「５６０円」を「６７０円」に、

「２２０円」を「２６０円」に、「５００円」を「６００円」に、

「１９０円」を「２３０円」に、「６３０円」を「７６０円」に、

「２４０円」を「２９０円」に改める。 
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（山口市蔵目喜ふれあいセンター設置及び管理条例の一部改正） 

第５２条 山口市蔵目喜ふれあいセンター設置及び管理条例（平成 

２２年山口市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１，６６０円」を「１，９９０円」に、「６５０円」を

「７８０円」に、「１，４８０円」を「１，７８０円」に、「５８０

円」を「７００円」に、「１，８５０円」を「２，２２０円」に、

「７３０円」を「８８０円」に、「５６０円」を「６７０円」に、

「２２０円」を「２６０円」に、「５００円」を「６００円」に、

「１９０円」を「２３０円」に、「６３０円」を「７６０円」に、

「２４０円」を「２９０円」に改める。 

（山口市地域特産物販売促進センター設置及び管理条例の一部改

正） 

第５３条 山口市地域特産物販売促進センター設置及び管理条例（平

成１７年山口市条例第１６６号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１９２，５００円」を「２３１，０００円」に、 

「１３２，０００円」を「１５８，４００円」に、「５８，３００

円」を「６９，９６０円」に、「５３，９００円」を「６４，６８０

円」に、「３５，２００円」を「４２，２４０円」に、「２６，４００

円」を「３１，６８０円」に、「１３９，２００円」を「１６７，０４０

円」に改める。 

別表第２中「６６０円」を「７９０円」に、「３，１９０円」を

「３，８３０円」に改める。 

（山口市柚野農産加工販売所設置及び管理条例の一部改正） 

第５４条 山口市柚野農産加工販売所設置及び管理条例（平成１７年
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山口市条例第１６８号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１０５円」を「１３０円」に改め、同表備考を次の

ように改める。 

備考 利用時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間

とする。 

別表第２中「１０５円」を「１３０円」に改め、同表備考３を削

る。

（道の駅あいお設置及び管理条例の一部改正） 

第５５条 道の駅あいお設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

１６９号）の一部を次のように改正する。 

別表中「４７，１４０円」を「５６，５７０円」に改める。 

（道の駅「きらら あじす」設置及び管理条例の一部改正） 

第５６条 道の駅「きらら あじす」設置及び管理条例（平成１７年

山口市条例第１７０号）の一部を次のように改正する。 

別 表 中 「 ５ ２ ４ 円 」 を 「 ６ ３ ０ 円 」 に 、 「 ３ ， １ ４ ０ 円 」 を

「３，７７０円」に、「１，０４０円」を「１，２５０円」に、

「２４６，１９０円」を「２９５，４３０円」に、「３８６，０４０

円」を「４６３，２５０円」に、「２５，０１０円」を「３０，０１０

円」に、「７０，３５０円」を「８４，４２０円」に、「４６，８２０

円」を「５６，１８０円」に改める。 

（山口市阿東総合交流ターミナル設置及び管理条例の一部改正） 

第５７条 山口市阿東総合交流ターミナル設置及び管理条例（平成 

２２年山口市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

別 表 中 「 ４ ４ ２ ， １ ５ ０ 円 」 を 「 ５ ３ ０ ， ５ ８ ０ 円 」 に 、
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「８３，８１０円」を「１００，５７０円」に、「２，６６０円」

を「３，１９０円」に、「３，１４０円」を「３，７７０円」に、

「５，２３０円」を「６，２８０円」に改める。 

（山口森林ふれあいセンター設置及び管理条例の一部改正） 

第５８条 山口森林ふれあいセンター設置及び管理条例（平成１７年

山口市条例第１７８号）の一部を次のように改正する。 

別表中「１，１００円」を「１，３２０円」に、「２，２００

円」を「２，６４０円」に、「５４０円」を「６５０円」に改める。

（山口市徳地山村広場設置及び管理条例の一部改正） 

第５９条 山口市徳地山村広場設置及び管理条例（平成１７年山口市

条例第１７９号）の一部を次のように改正する。

別表中「４４０円」を「５２０円」に、「２２０円」を「２６０

円」に改め、同表備考４を削る。 

（山口市阿東山村広場設置及び管理条例の一部改正） 

第６０条 山口市阿東山村広場設置及び管理条例（平成２２年山口市

条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

別表中「２２０円」を「２６０円」に改める。 

（新山口駅南北自由通路設置及び管理条例の一部改正） 

第６１条 新山口駅南北自由通路設置及び管理条例（平成２７年山口

市条例第５０号）の一部を次のように改正する。

別表中「９９０円」を「１，１９０円」に改める。 

（新山口駅北口交通広場設置及び管理条例の一部改正） 

第６２条 新山口駅北口交通広場設置及び管理条例（平成２９年山口

市条例第４５号）の一部を次のように改正する。
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別表第１号の表中「２２０円」を「２６０円」に改める。 

別表第２号の表中「９３，３９０円」を「１１２，０７０円」に

改める。 

別 表 第 ３ 号 の 表 中 「 ９ ９ ０ 円 」 を 「 １ ， １ ９ ０ 円 」 に 、 

「１，９８０円」を「２，３８０円」に改める。

別表第４号の表中「３３円」を「４０円」に改める。 

別表第５号の表中「６４０円」を「７７０円」に、「２２０円」

を「２６０円」に改める。 

（山口市都市公園条例の一部改正） 

第６３条 山口市都市公園条例（平成１７年山口市条例第２０３号）

の一部を次のように改正する。 

別表第２中「１１円」を「２０円」に、「２２円」を「３０円」

に、「３３円」を「４０円」に改める。 

別表第３を次のように改める。 

別表第３（第１２条関係） 

種類 種別 金額

有 料 公 園

施 設 使 用

料 

(1) 亀 山 公 園

庭球場

入 場 料 そ の

他 こ れ に 類

す る 料 金 を

徴 収 し な い

もの 

１面につき １時間まで

２００円 

１ 時 間 増 す ま で ご と に

２００円を加算する。 

庭 球 場 照 明

施設 

１面につき １時間まで

４６０円 
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１ 時 間 増 す ま で ご と に

４６０円を加算する。 

備考 入場料その他これに類する料金

を徴収する場合の使用料は、所定額

の２倍の額とする。 

(2) 亀 山 公 園

駐車場

２時間まで １３０円 

３０分増すまでごとに７０円を加算す

る。 

(3) 河 原 谷 公

園パークゴル

フ場

大人 １日 １ラウンド １人

につき ４００円 

１ ラ ウ ン ド 増 す ご と に

２６０円を加算する。 

小学生以下 １日 １ラウンド １人

につき ２６０円 

１ ラ ウ ン ド 増 す ご と に

１３０円を加算する。 

備考 パークゴルフ用具を使用する場

合 に つ い て は 、 １ 人 一 式 に つ き

２６０円を加算する。 

(4) 河 原 谷 公

園庭球場 

入 場 料 そ の

他 こ れ に 類

す る 料 金 を

徴 収 し な い

１面につき １時間まで

２００円 

１ 時 間 増 す ま で ご と に

２００円を加算する。 
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もの

備考 入場料その他これに類する料金

を徴収する場合の使用料は、所定額

の２倍の額とする。 

(5) 河 原 谷 公

園シャワー室

１人１回につき １３０円 

（山口市公園等設置及び管理条例の一部改正） 

第６４条 山口市公園等設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

２０４号）の一部を次のように改正する。 

別表第２中「１１円」を「２０円」に、「２２円」を「３０円」

に、「３３円」を「４０円」に改める。 

附 則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例による改正後のそれぞれの条例（以下「新条例」とい

う。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後の使用、利用その他の行為（以下「使用等」という。）に係る

使用料、手数料その他の料金（以下「使用料等」という。）につい

て適用し、同日前の使用等に係る使用料等については、なお従前の

例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の使用等に係る許可を受けた場合の使用料等については、なお

従前の例による。 
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 （準備行為） 

４ 新条例の規定による使用料等の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 

- 62 -



議案第１０号

 山口市民会館設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

令和８年９月７日提出

山口市長 伊 藤 和 貴

山口市民会館設置及び管理条例の一部を改正する条例 

山口市民会館設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第６７号）

の一部を次のように改正する。 

 第７条中「１２月２９日から翌年の１月３日まで」を「次のとお

り」に改め、同条に次の２号を加える。 

(1) 火曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、

その翌日以後の日であって当該休日に最も近い休日でない日） 

(2) １２月２９日から翌年の１月３日まで

別表第１中備考以外の部分を次のように改める。

別表第１（第９条、第１３条、第１４条関係） 

ホール等基本利用料金

時間区分

利用区分 

午前 午後 夜間 昼間 午後及

び夜間

全日 備考

午前９ 午後１ 午後６ 午前９ 午後１ 午前９
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時から

正午ま

で 

時から

午後５

時まで 

時から

午後 

１０時

まで

時から

午後５

時まで 

時から

午後 

１０時

まで

時から

午後 

１０時

まで

円 円 円 円 円 円楽屋、

練習室

及びロ

ビーを

含む。

大ホー

ル 

平日 ２４，７５０４２，９００５４，４５０５９，４００８９，１００１０３，９５０

土曜

日、日

曜日、

休日

２９，７００５２，８００６４，３５０７４，２５０１０３，９５０１２５，４００

小ホー

ル 

平日 ６，６００１１，８８０１４，５２０１５，８４０２３，７６０２７，７２０楽屋を

含む。土曜

日、日

曜日、

休日

７，９２０１４，５２０１５，８４０２１，１２０２９，０４０３４，３２０

大ホールロビー １０，５６０１３，２００１５，８４０１９，８００２２，４４０２６，４００  

展示ホール ３，９６０６，６００７，９２０１０，５６０１３，２００１５，８４０  

会議室 １，５８０２，１１０２，６４０３，１７０３，９６０４，７５０  

楽屋１ ２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  

楽屋２ ２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  

楽屋３ ５３０１，０６０１，０６０１，４５０１，９８０２，３８０  

楽屋４ ２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  

楽屋５ ２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  
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楽屋６ ２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  

楽屋７ ２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  

練習室 ４００ ７９０ ７９０１，０６０１，４５０１，７２０  

小ホール楽屋

１ 

２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  

小ホール楽屋

２ 

２６０ ５３０ ５３０ ７９０１，０６０１，１９０  

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例による改正後の山口市民会館設置及び管理条例（以下

「新条例」という。）別表第１の規定は、この条例の施行の日（以

下「施行日」という。）以後の利用に係る利用料金について適用し、

施行日前の利用に係る利用料金については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

（準備行為） 

４ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第１１号 

 嘉村礒多生家設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和８年９月７日提出 

 

山口市長 伊 藤 和 貴      

 

嘉村礒多生家設置及び管理条例の一部を改正する条例 

嘉村礒多生家設置及び管理条例（平成２２年山口市条例第６６号）

の一部を次のように改正する。 

 第７条中「１２月２９日から翌年の１月３日まで」を「次のとお

り」に改め、同条に次の２号を加える。 

 (1) 水曜日及び木曜日 

 (2) １２月２９日から翌年の１月３日まで 

別表中「１，０４８円」を「１，２６０円」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例による改正後の嘉村礒多生家設置及び管理条例（以下

「新条例」という。）別表の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後の利用に係る利用料金について適用し、

施行日前の利用に係る利用料金については、なお従前の例による。 
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３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

 （準備行為） 

４ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第１２号 

旧中川家住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和８年９月７日提出 

 

山口市長 伊 藤 和 貴      

 

   旧中川家住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例 

 旧中川家住宅設置及び管理条例（平成２０年山口市条例第１１号）

の一部を次のように改正する。 

第７条の見出し中「一部」を削り、同条第１項を次のように改める。 

  別表に定める旧中川家住宅の施設（以下「施設等」という。）を

利用しようとする者は、あらかじめ教育委員会の許可を受けなけれ

ばならない。その許可に係る事項を変更しようとするときも、同様

とする。 

 第７条中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

 第８条の見出し中「一部」を削り、同条中「一部利用が」及び「そ

の一部」を削る。 

 第９条の見出し中「一部」を削り、同条第１項を次のように改める。 

 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、許可した

事項を変更し、又は許可を取り消し、若しくは利用の中止を命ずる

ことができる。 

(1) 利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）がこの条例
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若しくはこの条例に基づく規則又は利用の許可の条件に違反した

とき。 

(2) 利用者が旧中川家住宅の管理運営上必要な指示又は指導に従わ

ないとき。 

(3) 利用者が偽りその他不正の手段により利用の許可を受けたとき。 

(4) 利用者が正規の手続によらないで利用の目的、内容等を変更し

たとき。 

(5) 災害その他不可抗力によって利用ができなくなったとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、旧中川家住宅の管理上の都合によ

り、教育委員会が特に必要と認めたとき。 

第９条第２項中「一部利用の」を「利用の」に、「一部利用者」を

「利用者」に改める。 

 第１０条を次のように改める。 

 （使用料） 

第１０条 利用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。 

第１２条を第１６条とし、第１１条中「一部利用者」を「利用者」

に改め、同条を第１５条とし、第１０条の次に次の４条を加える。 

 （使用料の減免） 

第１１条 市長は、必要があると認めたときは、前条の使用料を減額

し、又は免除することができる。 

 （使用料の不還付） 

第１２条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長は、相当の理

由があると認めたときは、その全部又は一部を還付することができ

る。 
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 （権利譲渡等の禁止） 

第１３条 利用者は、許可を受けた目的以外の目的に利用し、又は利

用に係る権利を第三者に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（原状回復の義務） 

第１４条 利用者は、施設等の利用を終了したとき、又は第９条第１

項の規定により利用の許可を取り消され、若しくは利用の中止を命

ぜられたときは、速やかに施設等を原状に回復しなければならない。 

附則の次に次の別表を加える。 

別表（第７条及び第１０条関係） 

種別 金額（１時間につき） 

和室 １００円 

庭園 １００円 

  備考 利用時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間

とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例による改正後の旧中川家住宅設置及び管理条例（以下

「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）以後の利用に係る使用料について適用し、施行日前

の利用に係る使用料については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の使用料については、なお従前
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の例による。 

 （準備行為） 

４ 新条例の規定による使用料の徴収を行うために必要な行為は、施

行日前においても行うことができる。 
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議案第１３号

山口市小郡文化資料館設置及び管理条例の一部を改正する条例を次

のように定める。  

令和８年９月７日提出

山口市長  伊  藤  和  貴  

山口市小郡文化資料館設置及び管理条例の一部を改正す

る条例

 山口市小郡文化資料館設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第

８２号）の一部を次のように改正する。  

第７条を次のように改める。

 （観覧料）  

第７条  資料館に展示した資料の観覧者は、次に定める観覧料を納付

しなければならない。

区分 普通観覧料 団体観覧料（２０人以上）

常

設

展

示

一般（１９歳以上

の者に限る。ただ

し、高等学校、中

等教育学校及び特

別支援学校の生徒

を除く。）  

１３０円 １人につき  １１０円
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特別展示 １，０００円の範囲内で市長が別に定める

額  

備考  高等学校、中等教育学校及び特別支援学校とは、学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）に規定するものをいう。

第８条の次に次の 1 条を加える。

（観覧料の不還付）  

第８条の２  既納の観覧料は、還付しない。ただし、市長は、相当の

理由があると認めたときは、その全部又は一部を還付することがで

きる。  

附  則  

この条例は、令和９年４月１日から施行する。
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議案第１４号 

 山口市南部運動広場設置及び管理条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

  令和８年９月７日提出 

 

山口市長 伊 藤 和 貴      

 

山口市南部運動広場設置及び管理条例の一部を改正する 

条例 

 山口市南部運動広場設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第 

８８号）の一部を次のように改正する。 

 第７条を次のように改める。 

（休場日） 

第７条 南部運動広場の休場日は、次のとおりとする。ただし、指定

管理者は、必要があると認めたときは、あらかじめ市長の承認を得

て、休場日を変更し、又は臨時に休場することができる。 

(1) 月曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８ 

号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、

その翌日以後の日であって当該休日に最も近い休日でない日） 

(2) １２月２９日から翌年の１月３日まで 

別表第１中「２７５円」を「４１０円」に、「１６５円」を「２５０

円」に改め、同表備考３を削る。 

別表第２中「２，０９０円」を「２，５１０円」に、「３８５円」
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を「４６０円」に改め、同表備考３を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２  この条例による改正後の山口市南部運動広場設置及び管理条例 

（以下「新条例」という。）別表第１及び別表第２の規定は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の利用に係る利用

料金について適用し、施行日前の利用に係る利用料金については、

なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

 （準備行為） 

４ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第１５号 

 山口市小郡屋内プール設置及び管理条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

  令和８年９月７日提出 

 

山口市長 伊 藤 和 貴      

 

山口市小郡屋内プール設置及び管理条例の一部を改正す 

る条例 

 山口市小郡屋内プール設置及び管理条例（平成２３年山口市条例第 

２７号）の一部を次のように改正する。 

 別 表 専 用 利 用 （ １ 時 間 当 た り ） の 部 中 「 ３ ， ７ ７ １ 円 」 を    

「 ５ ， ６ ６ ０ 円 」 に 、 「 ５ ， ４ ４ ８ 円 」 を 「 ８ ， １ ７ ０ 円 」 に 、  

「 ２ ， ７ ２ ４ 円 」 を 「 ３ ， ２ ７ ０ 円 」 に 、 「 ４ ， ４ ０ ０ 円 」 を   

「５，２８０円」に改め、同表個人利用券利用（１人、１日、１回）

の部一般及び高齢者の項中「３１０円」を「４７０円」に、「４１０

円」を「６２０円」に改め、同部小・中学生の項中「２１０円」を 

「２５０円」に、「３１０円」を「３７０円」に改め、同部に次のよ

うに加える。 

未就学児 １１０円 １５０円 

 別表個人回数利用券利用（６枚つづり）の部一般の項中「１，５７０

円」を「２，３５０円」に、「２，２００円」を「３，１００円」に

改め、同部小・中学生の項中「１，０４０円」を「１，２５０円」に、
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「１，５７０円」を「１，８５０円」に改め、同部に次のように加え

る。 

未就学児 ５５０円 ７５０円 

 別表個人回数利用券利用（１０枚つづり）の部中「１，５７０円」

を「１，８８０円」に、「２，２００円」を「２，６４０円」に改め、

同表備考５を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市小郡屋内プール設置及び管理条例

（以下「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後の使用に係る利用料金について適用し、

施行日前の使用に係る利用料金については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

４ 第２項の規定にかかわらず、施行日前に購入した個人利用券及び

個人回数利用券の使用については、なお従前の例による。 

（準備行為） 

５ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第１６号  

山口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴  

 

山口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運  

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例  

山口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年山口市条例第２９号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 目次中「・第５２条」を「―第５２条」に改める。  

第２条第６号中「小規模保育事業」を「満３歳未満等小規模保育事

業」に改め、「規定する小規模保育事業」の次に「（同項第３号に掲

げる事業を除く。）」を加え、同号の次に次の１号を加える。  

(6)の２ 満３歳以上限定小規模保育事業  児童福祉法第６条の３第

１０項に規定する小規模保育事業（同項第３号に掲げる事業に限

る。）をいう。  

 第２条第１１号の次に次の３号を加える。  

(11)の２ 教育認定子ども  法第２７条第１項に規定する教育認定

子どもをいう。  

(11)の３ 満３歳以上保育認定子ども  法第２７条第１項に規定す
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る満３歳以上保育認定子どもをいう。  

(11)の４ 保育認定子ども  法第２９条第２項に規定する保育認定

子どもをいう。  

 第２条第２３号中「第４３条第２項」を「第４３条第４項」に改め

る。  

第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項

中「同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども又は満３歳

未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。）」に

改める。  

第７条第２項中「法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「保育認定子ど

も」に改める。  

第１３条第４項第３号ア(ｱ)中「法第１９条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ど

も」に改め、同号ア(ｲ)中 「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定

子ども」に改め、同号イ中「以下」の次に 「この」を加え、同号イ(ｱ)

中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号イ(ｲ)中 「法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改める。  

 第２５条中「幼稚園」を「学校教育法第１条に規定する幼稚園」
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に、「学校教育法」を「同法」に改める。  

 第３５条第１項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改

め、同条第２項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、 「同条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する」を「教育認定子ども」

に、「同号又は同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する」

を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、「同号」とあ

るのは「同条第２号」に、「同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同条第４

項第３号イ(ｱ)中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、

「同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども」を「同号イ(ｲ)中「満３歳以上保育認定子ども」とあ

るのは「満３歳以上保育認定子ども」に改める。  

第３６条第１項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ど

も」に改め、同条第２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認

定子ども」に、「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項

中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する」を「教育認定子ど

も」に、「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当
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する」を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」に、 「同条

第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども」を「同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育認定子ども」

とあるのは「教育給付認定子ども」に、「同号イ(ｲ)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同号イ

(ｲ)中「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは 「満３歳以上保育認定

子ども」に改める。  

第３７条第１項中「同条」を「同令第２７条」に改め、同条第２項

を次のように改める。  

２  特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３

歳以上限定小規模保育事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）

は、次の各号に掲げる地域型保育事業の区分に応じ、当該地域型保

育事業を行う事業所ごとに、当該各号に定める利用定員を、満１歳

に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子ども

とに区分して定めるものとする。  

(1) 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型

保育事業  法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る

利用定員  

(2) 事業所内保育事業  法第４３条第３項に規定する労働者等監護

満３歳未満小学校就学前子どもに係る利用定員及びその他の法第

１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員  

第３７条に次の１項を加える。  

３  特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第１９
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条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員を定めるもの

とする。  

 第３９条第２項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上

限定小規模保育事業者を除く。）」を、「この章」の次に「（第４３

条第１項を除く。）」を加え、同条第４項中「満３歳未満保育認定子

ども」を「保育認定子ども」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

３項中「前項」を「前２項」に、「同項」を「これらの項」に改め、

同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。  

３  特定地域型保育事業者 （満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上

保育認定子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合に

おいては、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３

歳以上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考するものと

する。  

 第４０条第２項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ど

も」に、「第７３条第１項」を「附則第７３条第１項」に改める。  

 第４１条中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に

改める。  

 第４２条第１項第１号中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認

定子ども」に改め、同項第３号中 「により特定地域型保育」を「（満３

歳以上限定小規模保育事業者を除く。第６項、第７項及び第１０項に
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おいて同じ。）により特定地域型保育（満３歳以上限定小規模保育を

除く。第６項及び第１０項において同じ。）」に改め、 「その他の」の

次に「法第１９条第３号に掲げる」を加え、「以下この号及び」を削

り、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、第７項を第

８項とし、第６項の次に次の１項を加える。  

７  特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、

同項第３号に係る連携協力を求めることを要しない。  

 第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳

未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を

加える。  

 第４６条第７号中「第３９条第２項」の次に「及び第３項」を加え

る。  

第４７条第１項及び第２項並びに第４９条第２項中「満３歳未満保

育認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。  

第５０条中「満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保

育認定子ども」を「教育認定子ども」に、「第１２条の見出し中「特

定教育・保育」とあるのは「特定地域型保育」と、第１４条の見出し

中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項」

を「第１４条第１項」に、「と読み替える」を「と、第２５条中「各

号（幼保連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員にあっ

ては、認定こども園法第２７条の２第１項各号、学校教育法第１条に

規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっては、同法第

２８条第２項において準用する認定こども園法第２７条の２第１項各
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号）」とあるのは「各号」と読み替える」に改める。  

第５１条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（特別利用地

域型保育の基準）」を付し、同条第１項中「特定地域型保育事業者」

の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。以下この条にお

いて同じ。）」を加え、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に

改め、同条第２項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、

「次条第１項」を「第５２条第１項」に、「法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満

３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「をいう。次条第３

項」の次に「及び第５２条第３項」を、「この章（」の次に「第３７

条第３項、第３９条第３項及び」を加え、「次条第３項」を「第５２

条第３項」に改め、「以下この章」の次に「（第４３条第１項を除く。)」

を加え、「同号又は同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用

地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対

象となる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）」を「教育認定子ども及び満３歳

未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除き、第５２

条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特定利用地域型保育の対象となる満３歳以上保育認定子どもを含

む。 )」に改め、「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」

の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護
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者に限る。）」を加え、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に

改める。  

第５１条の次に次の１条を加える。  

第５１条の２  特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事

業者に限る。以下この条において同じ。）が教育認定子どもに対し

特別利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定

する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。  

２  特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育

を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る教育認定子ど

も及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上保育認

定子どもの総数が、第３７条第３項の規定により定められた利用定

員の数を超えないものとする。  

３  特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、

地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むもの

として、この章（第３７条第２項、第３９条第２項及び第４０条第

２項を除き、第５０条において準用する第８条から第１４条まで

（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及

び第２３条から第３３条までを含む。）の規定を適用する。この場

合において、第３９条第３項中「第１９条第２号」とあるのは「第

１９条第１号」と、「満３歳以上保育認定子どもの」とあるのは

「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子どもの」と、「同号」

とあるのは「法第１９条第２号」と、「教育・保育給付認定に基づ
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き、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必

要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが優先的に利用

できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定

する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方

針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中

「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第

２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第

２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同

条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３

項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるもの

を除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは

「前３項」とする。  

第５２条第１項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上

限定小規模保育事業者を除く。以下この条において同じ。）」を加え、

「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第

２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「同条

第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども （前条第１項」を「満３歳未満保育認定子ども （第５１条第１項」
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に、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中 「第

４ ３ 条 第 １ 項 中 「 教 育 ・ 保 育 給 付 認 定 保 護 者 」 の 次 に 「 （ 満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

を加え、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「令

第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう」を

「特定満３歳以上保育認定子どもを除く」に改める。  

附則第５条中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定

小規模保育事業者を除く。）」を加える。  

附  則  

（施行期日) 

１  この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定

は、公布の日から施行する。  

（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第６条第３項の条例で定

める日) 

２  児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附

則第６条第３項の条例で定める日は、この条例の公布の日とする。  

- 88 -



議案第１７号  

山口市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴  

 

山口市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を  

定める条例の一部を改正する条例  

山口市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年山口市条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

第２条第３号中「又は」を「若しくは」に改め、「場合」の次に

「又は同条第１０項第３号の規定に基づき保育を必要とする児童で  

あって満３歳以上のものについて保育を行う場合」を加える。  

第６条第１項中「事項」の次に「（法第６条の３第１０項第３号に

掲げる事業（以下「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行

う事業者（以下「満３歳以上限定小規模保育事業者」という。）に 

あっては、第１号及び第２号に掲げる事項）」を加え、同項第３号中

「家庭的保育事業者等」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者

を除く。第６項及び第７項において同じ。）」を加える。  

第１３条を次のように改める。  

（児童対象性暴力等の防止）  

第１３条  家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において
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準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性

暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性

暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）

第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条にお

いて同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利

用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼

児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性の

ある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪

事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）そ

の他の必要な措置を講じなければならない。

第１７条第２項を次のように改める。  

２  家庭的保育事業者等は、前項の規定にかかわらず、次の表の左欄

に掲げる健康診断又は健康診査（母子保健法（昭和４０年法律第  

１４１号）第１２条又は第１３条に規定する健康診査をいう。同表

において同じ。）（以下この項において「健康診断等」という。）

が行われた場合であって、当該健康診断等がそれぞれ同表の右欄に

掲げる健康診断の全部又は一部に相当すると認められるときは、同

欄に掲げる健康診断の全部又は一部を行わないことができる。この

場合において、家庭的保育事業者等は、それぞれ同表の左欄に掲げ

る健康診断等の結果を把握しなければならない。  

児童相談所等における乳児又は

幼児（以下「乳幼児」という。）

の利用開始前の健康診断  

利用乳幼児に対する利用開始時

の健康診断  
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乳幼児に対する健康診査 利用開始時の健康診断、定期の

健康診断又は臨時の健康診断  

第１８条第６号中「利用定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保

育事業者にあっては、満３歳以上の幼児の利用定員）」を加える。  

第２７条中「小規模保育事業Ｂ型」及び「小規模保育事業Ｃ型」の

次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」を加える。  

第２９条第２項第３号中「第６条の３第１０項第２号」の次に「又

は第３号」を加え、同条第３項中「准看護師」の次に「（以下「看護

師等」という。）」を加え、同条に次の２項を加える。  

４  第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保

育事業所Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心

理担当職員（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による

大学（短期大学を除く。）若しくは大学院において、心理学を専修

する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者

であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同

等以上の能力を有すると認められる者をいう。）又は障害児の療育

に関する知識及び経験を有する者であって、障害児の療育の指導を

行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、

かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療

法士等」という。）を、１人に限り、保育士とみなすことができる。

ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小

規模保育事業所Ａ型の保育士（附則第７条又は第８条の規定により

保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支援を

受けることができる体制を確保しなければならない。  
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５  前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが

保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

小規模保育事業所Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を

行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。  

第３１条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」

に改め、同条に次の２項を加える。  

４  第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保

育事業所Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士

とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行

うに当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士による支援を

受けることができる体制を確保しなければならない。  

５  前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが

保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を

行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。  

第３２条中「と、同条第４号中「次号並びに第３３条第４号及び第

５号」とあるのは「第３２条において準用する次号」」を削る。

第３５条中「第６条の３第１０項」を「第６条の３第１０項第１号」

に改める。  

第４４条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」

に改め、同条に次の２項を加える。  

４  第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型
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事業所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、

保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保

育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士

（附則第７条又は第８条の規定により保育士とみなされる者を除く。

次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。  

５  前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが

保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

保育所型事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による

支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制

を確保しなければならない。  

第４７条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」

に改め、同条に次の２項を加える。  

４  第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型

事業所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、

保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保

育を行うに当たっては、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士

による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。

５  前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが

保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

小規模型事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による

支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制

を確保しなければならない。  

第４８条中「第４８条において準用する」及び「と、同条第４号中
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「次号並びに第３３条第４号及び第５号」とあるのは「第４８条にお

いて準用する次号」」を削る。  

附則第３条中「家庭的保育事業者等」の次に「（満３歳以上限定小

規模保育事業者を除く。）」を加える。  

 附則第５条の２の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（職員

配置に係る特例）」を付し、同条を次のように改める。  

第５条の２  令和１０年３月３１日までの間、第２９条第２項、第３１

条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定の適用につい

ては、第２９条第２項第３号、第３１条第２項第３号、第４４条第

２項第３号及び第４７条第２項第３号中「１５人」とあるのは、

「２０人」とする。  

附則第５条の２の次に次の１条を加える。  

第５条の３  当分の間、第２９条第２項、第３１条第２項、第４４条

第２項及び第４７条第２項の規定の適用については、第２９条第２

項第４号、第３１条第２項第４号、第４４条第２項第４号及び第４７

条第２項第４号中「２５人」とあるのは、「３０人」とする。  

附則第６条中「家庭的保育事業等」の次に「（満３歳以上限定小規

模保育事業を除く。）」を加え、「前条」を「前２条」に改める。

附則第９条中「第２９条第３項」及び「第４４条第３項」の次に

「若しくは第４項」を加える。  

附  則

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定

は公布の日から、第１３条の改正規定は令和８年１２月２５日から

- 94 -



施行する。  

（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第３条第４項の条例で定

める日）  

２  児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附

則第３条第４項の条例で定める日は、この条例の公布の日とする。
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議案第１８号  

 山口市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

 令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴  

 

山口市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する  

基準を定める条例の一部を改正する条例  

 山口市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年山口市条例第３１号）の一部を次のように改正す

る。  

第１０条第２項ただし書中「第５項」を「次項及び第６項」に改め、

同条第５項ただし書中「放課後児童健全育成事業所」の次に「（第３

項の規定の適用を受ける事業所を除く。）」を加え、「補助者」を

「補助員」に改め、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項と

し、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。  

３  前２項の規定にかかわらず、過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法（令和３年法律第１９号）第２条第１項に規定する過

疎地域に設置する放課後児童健全育成事業所であって、放課後児童

支援員の確保が困難であるものについて、利用児童の安全確保のた

めに必要な体制が講じられ、かつ、児童の支援に支障がないと市長

が認めるときは、支援の単位ごとに配置する職員を補助員２人以上
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とすることができる。  

 附則第３条第１項中「第１０条第３項」を「第１０条第４項」に改

め、同条第２項中「第１０条第４項」を「第１０条第５項」に改める。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

- 98 -



議案第１９号  

山口市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴  

山口市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準  

を定める条例の一部を改正する条例  

山口市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（令和７年山口市条例第４１号）の一部を次のように改正する。  

 第１３条の次に次の１条を加える。  

（児童対象性暴力等の防止）  

第１３条の２  乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項に

おいて準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童

対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童

対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第

６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下こ

の条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた

場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者

（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及

び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）

に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認を
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いう。）その他の必要な措置を講じなければならない。  

   附  則  

 この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。  
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議案第２０号

 山口市地域交流センター設置及び管理条例の一部を改正する条例を

次のように定める。  

  令和８年９月７日提出

山口市長  伊  藤  和  貴

山口市地域交流センター設置及び管理条例の一部を改正

する条例

 山口市地域交流センター設置及び管理条例（平成２０年山口市条例

第５１号）の一部を次のように改正する。  

別表第１山口市平川地域交流センターの項中「山口市平井１４０７

番地１」を「山口市平井１６６５番地１」に改める。  

 附  則  

この条例は、公布の日から施行する。

- 101 -



- 102 -



議案第２１号  

山口市大歳地域交流ステーション設置及び管理条例を廃止する条例

を次のように定める。  

令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴       

 

山口市大歳地域交流ステーション設置及び管理条例を廃  

止する条例  

 山口市大歳地域交流ステーション設置及び管理条例（平成２３年山

口市条例第３４号）は、廃止する。  

   附  則  

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。  
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議案第２２号 

 山口勤労者総合福祉センター設置及び管理条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

  令和８年９月７日提出 

 

山口市長 伊 藤 和 貴      

 

山口勤労者総合福祉センター設置及び管理条例の一部を 

改正する条例 

山口勤労者総合福祉センター設置及び管理条例（平成１７年山口市

条例第１５３号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「６９０円」を「８３０円」に、「１，３００円」を

「１，５６０円」に、「８６０円」を「１，０３０円」に、「１，６２０

円 」 を 「 １ ， ９ ４ ０ 円 」 に 、 「 ２ ０ ０ 円 」 を 「 ２ ４ ０ 円 」 に 、  

「１，３３０円」を「１，６００円」に、「１５０円」を「１８０

円」に、「９９０円」を「１，１９０円」に、「４７円」を「６０

円」に、「５０３円」を「６００円」に、「１５７円」を「１９０

円」に、「９４３円」を「６００円」に、「１６５円」を「２００

円」に、「２２０円」を「２６０円」に、「４４０円」を「５３０

円」に改め、同表備考中第１項を削り、第２項を第１項とし、第３項

から第６項までを１項ずつ繰り上げ、第７項を削る。 

別 表 第 ２ 中 「 ４ ４ ０ 円 」 を 「 ５ ３ ０ 円 」 に 、 「 ９ ９ ０ 円 」 を  

「１，１９０円」に、「１６５円」を「２００円」に改め、同表照明
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機器（多目的ホール内）の項及び備考を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口勤労者総合福祉センター設置及び管

理条例（以下「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日

（以下「施行日」という。）以後の利用に係る利用料金について適

用し、施行日前の利用に係る利用料金については、なお従前の例に

よる。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

 （準備行為） 

４ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第２３号

 山口ふるさと伝承総合センター設置及び管理条例の一部を改正する

条例を次のように定める。 

令和８年９月７日提出

山口市長 伊 藤 和 貴

山口ふるさと伝承総合センター設置及び管理条例の一部 

を改正する条例 

山口ふるさと伝承総合センター設置及び管理条例（平成１７年山口

市条例第１５５号）の一部を次のように改正する。 

第７条中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同条に第１号

として次の１号を加える。 

(1) 月曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、

その翌日以後の日であって当該休日に最も近い休日でない日） 

第８条中「午後１０時」を「午後９時」に改める。 

 別表中備考以外の部分を次のように改める。

別表（第１２条関係） 

種別 午前９時から午

後１時まで 

午 後 １ 時 か ら

午後５時まで 

午 後 ５ 時 か ら

午後９時まで 

たくみ館 大 内 塗 研 修 （３１０円） （３１０円） （３１０円）
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室 １，３２０円 １，３２０円 １，３２０円

共同作業室 （７６０円）

２，６４０円

（７６０円）

２，６４０円

（７６０円）

２，６４０円

研修室 （８３０円）

２，６４０円

（８３０円）

２，６４０円

（８３０円）

２，６４０円

創作室(1) （７００円）

２，６４０円

（７００円）

２，６４０円

（７００円）

２，６４０円

創作室(2) （２６０円）

１，３２０円

（２６０円）

１，３２０円

（２６０円）

１，３２０円

和室 （１９０円）

１，３２０円

（１９０円）

１，３２０円

（１９０円）

１，３２０円

食品加工室 （６１０円）

２，６４０円

（６１０円）

２，６４０円

（６１０円）

２，６４０円

談話室 （４１０円）

１，３２０円

（４１０円）

１，３２０円

（４１０円）

１，３２０円

まなび館 和 室 （ １ 室

につき） 

（２６０円）

５３０円

（２６０円）

５３０円

（２６０円）

５３０円

茶室 ７９０円 ７９０円 ７９０円

みやび館 北側和室 （２２０円）

９１０円

（２２０円）

９１０円

（２２０円）

９１０円

西側和室 （２８０円）

１，３２０円

（２８０円）

１，３２０円

（２８０円）

１，３２０円

中央和室 （２６０円） （２６０円） （２６０円）
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１，１８０円 １，１８０円 １，１８０円

和室（小） （１００円）

３８０円

（１００円）

３８０円

（１００円）

３８０円

茶室 （２４０円）

１，０６０円

（２４０円）

１，０６０円

（２４０円）

１，０６０円

別表備考に次のように加える。

４ 利用者が入場料その他これに類するもの（以下「入場料等」

という。）を徴収するとき又は営利、営業若しくは宣伝等の目

的で利用するときは、規定の利用料金に次の表の区分に従い、

それぞれの定める率を乗じて得た額を加算する。この場合にお

いて、２の区分に該当するときは、当該区分のうち、高い方の

率を乗じて得た額を加算する。 

区分 率 

入 場 料 等 が １ ， ０ ０ ０ 円 未 満 の

場合 

５０パーセント 

入 場 料 等 が １ ， ０ ０ ０ 円 以 上 の

場合 

１００パーセント 

営 利 、 営 業 又 は 宣 伝 等 を 目 的 と

して利用するとき 

１５０パーセント 

附 則

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の山口ふるさと伝承総合センター設置及び
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管理条例（以下「新条例」という。）別表の規定は、この条例の施

行の日（以下「施行日」という。）以後の利用に係る利用料金につ

いて適用し、施行日前の利用に係る利用料金については、なお従前

の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

（準備行為） 

４ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第２４号

大原湖キャンプ場設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

令和８年９月７日提出 

山口市長 伊 藤 和 貴

大原湖キャンプ場設置及び管理条例の一部を改正する条 

例 

大原湖キャンプ場設置及び管理条例（令和元年山口市条例第１０

号）の一部を次のように改正する。 

第７条中「１月３日」を「２月末日」に、「必要で」を「必要が」

に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第８条及び第１１条関係） 

利用料金基準額 

区分 単位 金額

ケビン １か所１泊（午後３時から

翌日の午前１１時まで） 

１６，３３０円

１か所一時利用（午前９時

から午後４時まで） 

６，２８０円

延長料金１時間につき １，０００円
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オートキャ

ンプサイト

１か所１泊（午後１時から

翌日の午前１１時まで） 

６，９１０円

１か所一時利用（午前９時

から午後４時まで） 

１，８８０円

延長料金１時間につき ３７０円

一般キャン

プサイト 

１か所１泊（午後１時から

翌日の午前１１時まで） 

２，５１０円

１か所一時利用（午前９時

から午後４時まで） 

６２０円

延長料金１時間につき ２５０円

備品 別に定める。 実費を基準として市長

が定める額 

附 則

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大原湖キャンプ場設置及び管理条例（以

下「新条例」という。）別表の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後の利用に係る利用料金について適用し、

施行日前の利用に係る利用料金については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

（準備行為） 
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４ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第２５号 

湯田温泉観光回遊拠点施設設置及び管理条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

 令和８年９月７日提出 

 

山口市長 伊 藤 和 貴 

 

湯田温泉観光回遊拠点施設設置及び管理条例の一部を改 

正する条例 

湯田温泉観光回遊拠点施設設置及び管理条例（平成２６年山口市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

第７条を次のように改める。 

（休館日） 

第７条 拠点施設の休館日は、毎月第１水曜日及び第３水曜日とする。

ただし、第１水曜日又は第３水曜日が国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。）

に当たるときは、その翌日以後の日であって当該休日に最も近い休

日でない日を休館日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認めたと

きは、あらかじめ市長の承認を得て、休館日を変更し、又は臨時に

休館することができる。 

第８条中「午前８時」を「午前９時」に、「午後１０時」を「午後

９時３０分」に改める。 
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別表中「２００円」を「２４０円」に、「１００円」を「１２０円」

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の湯田温泉観光回遊拠点施設設置及び管理

条例（以下「新条例」という。）別表の規定は、この条例の施行の

日（以下「施行日」という。）以後の利用に係る利用料金について

適用し、施行日前の利用に係る利用料金については、なお従前の例

による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和８年１０月３１日までに、施行日

以後の利用に係る許可を受けた場合の利用料金については、なお従

前の例による。 

 （準備行為） 

４ 新条例の規定による利用料金の徴収を行うために必要な行為は、

施行日前においても行うことができる。 
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議案第２６号  

道の駅あいお設置及び管理条例を次のように定める。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長 伊 藤 和 貴  

 

道の駅あいお設置及び管理条例  

（設置）  

第１条 特産品である海産物を始め、地域の農林水産物の加工及び販

売や、これらを使用した「食」の提供等により、地域における産業

の振興を図るとともに、都市と農山漁村の交流を促進し、活力ある

地域社会の形成に資するため、道の駅あいお（以下「道の駅」とい

う。）を設置する。  

（名称及び位置） 

第２条 道の駅の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

道の駅あいお 山口市秋穂東１２２５番地 

（事業） 

第３条 道の駅は、次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 地域の農林水産物及びこれらの加工品並びに特産物の販売に関

すること。 

(2) 各種イベントのほか、交流事業に関すること。 

(3) 観光等の情報の提供に関すること。 
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(4) 前３号に掲げるもののほか、道の駅の目的を達成するために必

要なこと。 

（管理） 

第４条 道の駅の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体であって市長

が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせるものと

する。 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 第３条に規定する事業の実施に関すること。 

(2) 第９条に規定する利用の許可、第１０条に規定する利用の制限、

第１１条に規定する利用許可の取消し等、第１６条に規定する特

別の行為の許可等及び第１７条に規定する原状回復の義務に関す

ること。 

(3) 第１３条に規定する利用料金の徴収、第１４条に規定する利用

料金の減免及び第１５条に規定する利用料金の還付その他利用料

金に関すること。 

(4) 道の駅の施設及び設備の維持管理に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 

（指定管理者の管理指定期間） 

第６条 指定管理者が道の駅の管理を行う期間は、指定を受けた日の

属する年度の翌年度の４月１日（当該指定を受けた日が４月１日で

ある場合は、当日）から起算して５年以内とする。ただし、指定期

間満了後の再指定を妨げない。 
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（休館日） 

第７条 道の駅の休館日は、次のとおりとする。ただし、指定管理者

が必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、休館日を変

更し、又は臨時に開館若しくは休館することができる。 

(1) 毎月第２水曜日及び第４水曜日（国民の祝日に関する法律（昭

和 ２ ３ 年 法 律 第 １ ７ ８ 号 ） に 規 定 す る 休 日 に 当 た る 場 合 を 除

く。） 

(2) １２月３１日から翌年の１月３日まで 

（開館時間） 

第８条 道の駅の開館時間は、午前９時から午後６時までとする。た

だし、指定管理者が必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を

得て、これを変更することができる。 

（利用の許可） 

第９条 別表に掲げる施設等（以下「施設等」という。）を利用しよ

うとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなければならな

い。許可された事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 指定管理者は、道の駅の管理運営上必要があると認めるときは、

前項の許可に条件を付することができる。 

（利用の制限） 

第１０条 指定管理者は、施設等の利用が次の各号のいずれかに該当

すると認められるときは、その利用を許可しないことができる。 

(1) 道の駅における秩序を乱し、又は公益を害するおそれがあると

き。 

(2) 道の駅の設置目的に反するとき。 
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(3) 前２号に掲げるもののほか、管理運営上道の駅を利用させるこ

とが適当でないとき。 

（利用許可の取消し等） 

第１１条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、施

設等の利用について、許可した事項を変更し、許可を取り消し、又

は利用の中止を命ずることができる。 

(1) 施設等の利用が前条各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 施設等の利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が

許可を受けた目的以外の目的で利用したとき。 

(3) 利用者が偽りその他不正な手段により利用の許可を受けたとき。 

(4) 利用者がこの条例又はこの条例に基づく規則、利用の許可に付

した条件若しくは指定管理者の指示した事項に違反したとき。 

(5) 災害その他不可抗力によって道の駅の利用ができなくなったと

き。 

(6) 利用者が正規の手続によらないで利用の目的又は内容等を変更

したとき。 

(7) 公益上必要があると認められるとき。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、道の駅の管理運営上の都合により、

指定管理者が特に必要と認めたとき。 

２ 前項（第８号を除く。）の規定により許可した事項を変更し、許

可を取り消し、又は利用の中止を命じた場合において利用者に損害

が生じても、指定管理者は、その賠償の責めを負わないものとする。 

（利用料金） 

第１２条 市長は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定により、
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指 定 管 理 者 に 施 設 等 の 利 用 に 係 る 料 金（ 以 下 「 利 用 料 金 」 とい

う。）を当該指定管理者の収入として収受させるものとする。 

２ 利用料金は、別表に定める基準額の範囲内において、指定管理者

があらかじめ市長の承認を受けて定めるものとする。その額を変更

しようとするときも、同様とする。 

３ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨を公告しなければなら

ない。 

（利用料金の徴収） 

第１３条 利用者は、利用料金を指定管理者に前納しなければならな

い。ただし、市長が特に必要があると認めたときは、後納させるこ

とができる。 

（利用料金の減免） 

第１４条 指定管理者は、市長が別に定める基準に従い、利用料金を

減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の不還付） 

第１５条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、

市長が別に定める基準に従い、利用料金の全部又は一部を還付する

ことができる。 

（特別の行為の許可等） 

第１６条 道の駅の区域内において、行商、募金、宣伝、興行その他

これらに類する行為をしようとする者は、指定管理者の許可を受け

なければならない。許可された事項を変更しようとするときも、同

様とする。 

２ 第９条第２項、第１０条、第１１条、次条及び第１８条の規定は、
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前項の許可について準用する。 

（原状回復義務） 

第１７条 利用者は、その利用が終わったとき、又は第１１条第１項

の規定により許可を取り消され、若しくは利用の中止を命ぜられた

ときは、その利用した施設等を速やかに原状に回復しなければなら

ない。ただし、指定管理者の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 利用者が前項の義務を履行しないときは、指定管理者がこれを行

い、その費用を当該利用者から徴収することができる。 

（損害賠償） 

第１８条 利用者及び道の駅に入館した者は、故意又は過失により、

建物、展示物又は物品等を損傷し、又は滅失したときは、その損害

を賠償しなければならない。 

（委任） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して２年２月を超えない範囲内に

おいて規則で定める日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第４条の規定による指定管理者の指定の手続、第９条の規定によ

る利用の許可、第１１条の規定による利用許可の取消し、第１２条

の規定による利用料金の承認の申請、第１３条の規定による利用料

金の徴収、第１４条の規定による利用料金の減免その他の準備行為
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は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

別表（第９条、第１２条関係） 

施設等利用料金基準額 

施設等 単位 利用料金基準額 

展示販売施設 １箇月 ２７０，２００円

レストラン施設１ １箇月 ５４，３００円

レストラン施設２ １箇月 ５４，９００円

特産物加工施設１ １箇月 １９，６００円

特産物加工施設２ １箇月 ３０，９００円

特産物加工施設３ １箇月 ４８，０００円

特産物加工施設４ １箇月 ４９，６００円

会議室（多目的スペース） 
１箇月 １６７，０００円

１時間 ６６０円

大屋根ひろば 
１箇月 ４１１，６００円

１日 １区画につき ３，８３０円

屋外ひろば １日 １区画につき ３，８３０円
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議案第２７号  

 山口市水道事業等の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。  

  令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴       

 

山口市水道事業等の設置等に関する条例の一部を改正す  

る条例  

山口市水道事業等の設置等に関する条例（平成１７年山口市条例第

２１５号）の一部を次のように改正する。  

第８条第１項中「、１０月１日から３月３１日までの業務の状況を

説明する書類を５月３１日までに」を削り、同条第２項中「するとと

もに、１１月３０日までに提出する書類においては前事業年度の決算

の状況を、５月３１日までに提出する書類においては同日の属する事

業年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかに」を削り、

同項第３号中「前２号」を「前各号」に改め、同号を同項第５号とし、

同項第２号の次に次の２号を加える。  

 (3) 前事業年度の決算の状況  

(4) 前項の規定による提出を行う日の属する事業年度の予算の概  

要及び事業の経営方針  

附  則  

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。  
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議案第２８号  

山口市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和８年９月７日提出  

 山口市長  伊  藤  和  貴  

   山口市火災予防条例の一部を改正する条例  

山口市火災予防条例（平成１７年山口市条例第２２６号）の一部を  

次のように改正する。  

第１８条に次の１項を加える。  

３  液体燃料を使用する調理に用いる器具にあっては、第１項に規定

するもののほか、その周囲において使用する排気ダクト、グリス除

去装置等に油脂等が付着しないように適切に管理を行わなければな

らない。  

第１９条に次の１項を加える。  

３  固体燃料を使用する調理に用いる器具については、前２項に規定

するもののほか、前条第３項の規定を準用する。  

第２０条に次の１項を加える。  

３  気体燃料を使用する調理に用いる器具については、前２項に規定

するもののほか、第１８条第３項の規定を準用する。  

第２１条に次の１項を加える。  

３  電気を熱源とする調理に用いる器具については、前２項に規定す

るもののほか、第１８条第３項の規定を準用する。  
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附  則  

この条例は、令和９年４月１日から施行する。  
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議案第２９号  

   字の区域の変更及び町の区域の新設について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定に

より、本市内の別図１に示す字の区域を別図２に示すとおり変更し、

新たに町の区域を画することについて、市議会の議決を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  
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別図１ 変更前の字の区域

小郡下郷

山口市小郡保健福祉センター

山口市小郡地域交流センター

山口市立小郡図書館

山口市小郡総合支所

山口市小郡文化資料館

住居表示を実施する

字の区域の境界線

凡 例
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凡 例

別図２ 変更後の町の区域及び名称

山口市小郡保健福祉センター

山口市小郡地域交流センター

山口市立小郡図書館

山口市小郡総合支所

山口市小郡文化資料館

小郡矢足
一丁目小郡矢足

二丁目

小郡長谷
二丁目

新町界線
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議案第３０号  

   山口市新本庁舎新立体駐車場新築工事の請負契約の締結  

   について  

 下記工事の請負契約の締結について、山口市議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年山口市条例第

４８号）第２条の規定により、市議会の議決を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  

 

記  

１  工 事 名  山口市新本庁舎新立体駐車場新築工事  

２  工 事 場 所  山口市亀山町地内  

３  契 約 金 額  １，２６５，０００，０００円  

４  契 約 の 方 法  条件付一般競争入札  

５  契約の相手方  山口市新本庁舎新立体駐車場新築工事技工団・

奥野工務店特定建設工事共同企業体  

          代表者  山口市緑町６番１３号  

              株式会社技工団  

              代表取締役社長  作  間  悦  次  
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議案第３１号  

 道の駅あいお新築工事の請負契約の締結について  

 下記工事の請負契約の締結について、山口市議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年山口市条例第

４８号）第２条の規定により、市議会の議決を求める。  

令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴  

 

記  

１  工 事 名  道の駅あいお新築工事  

２  工 事 場 所  山口市秋穂東地内  

３  契 約 金 額  １，０９７，８００，０００円  

４  契 約 の 方 法  条件付一般競争入札  

５  契約の相手方   道の駅あいお新築工事山口建設・縁建設・成匠

特定建設工事共同企業体  

          代表者  山口市大内御堀３９５４番地  

              山口建設株式会社  

              代表取締役  砂  川  泰  一  
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議案第３２号  

 令和６年災  刈間井堰頭首工災害復旧工事の請負契約の  

一部を変更することについて  

 市議会の議決を経て令和７年１０月６日に締結した令和６年災  刈

間井堰頭首工災害復旧工事の請負契約の一部を下記のとおり変更する

ことについて、山口市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（平成１７年山口市条例第４８号）第２条の規定に

より、市議会の議決を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 契約金額「２３８，９９５，９００円」を  

「２６９，５３１，９００円」とする。  
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議案第３３号  

令和７年度山口市水道事業会計利益の処分及び決算の認  

定について  

 令 和 ７ 年 度 山 口 市 水 道 事 業 会 計 未 処 分 利 益 剰 余 金 

３５４，８５７，６７０円のうち全額を減債積立金に積み立てること

について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第

２項の規定により市議会の議決を求めるとともに、併せて令和７年度

山口市水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、

監査委員の意見を付けて市議会の認定に付する。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  
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議案第３４号  

令和７年度山口市簡易水道事業会計利益の処分及び決算  

の認定について  

 令 和 ７ 年 度 山 口 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 未 処 分 利 益 剰 余 金 

７９，５０２，０１９円のうち、７６，００９，６６０円を減債積立

金に積み立て、３，４９２，３５９円を資本金に組み入れることにつ

いて、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項

の規定により市議会の議決を求めるとともに、併せて令和７年度山口

市簡易水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、

監査委員の意見を付けて市議会の認定に付する。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  
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議案第３５号  

令和７年度山口市公共下水道事業会計利益の処分及び決  

算の認定について  

 令 和 ７ 年 度 山 口 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 未 処 分 利 益 剰 余 金 

２０３，１９９，４２１円のうち全額を減債積立金に積み立てること

について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第

２項の規定により市議会の議決を求めるとともに、併せて令和７年度

山口市公共下水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定

により、監査委員の意見を付けて市議会の認定に付する。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  
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議案第３６号  

令和７年度山口市農業集落排水事業会計利益の処分及び  

決算の認定について  

 令 和 ７ 年 度 山 口 市 農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 未 処 分 利 益 剰 余 金     

７９，３３３，８１１円のうち、４４，０２５，４３９円を減債積立

金に積み立て、３５，３０８，３７２円を資本金に組み入れることに

ついて、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２

項の規定により市議会の議決を求めるとともに、併せて令和７年度山

口市農業集落排水事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定

により、監査委員の意見を付けて市議会の認定に付する。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  

- 145 -



- 146 -



議案第３７号  

令和７年度山口市漁業集落排水事業会計利益の処分及び  

決算の認定について  

 令 和 ７ 年 度 山 口 市 漁 業 集 落 排 水 事 業 会 計 未 処 分 利 益 剰 余 金     

４，１０７，９６５円のうち全額を減債積立金に積み立てることにつ

いて、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項

の規定により市議会の議決を求めるとともに、併せて令和７年度山口

市漁業集落排水事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定に

より、監査委員の意見を付けて市議会の認定に付する。  

  令和８年９月７日提出  

 

              山口市長  伊  藤  和  貴  
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諮問第１号  

   人権擁護委員の候補者の推薦について  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 現  住  所  山口市  

 氏   名  
はら

 田
だ

 茂
しげ

 樹
き

 

 生年月日   
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諮問第２号  

   人権擁護委員の候補者の推薦について  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 現  住  所  山口市  

 氏   名  和
わ

 西
にし

 孝
たか

 惠
え

 

 生年月日   
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諮問第３号  

   人権擁護委員の候補者の推薦について  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 現  住  所  山口市  

 氏   名  上
うえ

 野
の

 千
ち

 惠
え

 

 生年月日   
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諮問第４号  

   人権擁護委員の候補者の推薦について  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 現  住  所  山口市  

 氏   名  松
まつ

 長
なが

 直
なお

 道
みち

 

 生年月日   
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諮問第５号  

   人権擁護委員の候補者の推薦について  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 現  住  所  山口市  

 氏   名  三
み

 
と

   純
じゅん

 

 生年月日   
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諮問第６号  

   人権擁護委員の候補者の推薦について  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 現  住  所  山口市  

 氏   名  松
まつ

 井
い

 豊
とよ

 彦
ひこ

 

 生年月日   
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諮問第７号  

   人権擁護委員の候補者の推薦について  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出  

 

 山口市長  伊  藤  和  貴       

 

記  

 現  住  所  山口市  

 氏   名  佐々木
さ さ き

 愛
まな

 美
み

 

 生年月日   
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諮問第８号

人権擁護委員の候補者の推薦について

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人

権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定によ

り、市議会の意見を求める。  

  令和８年９月７日提出

山口市長  伊  藤  和  貴  

記

現  住  所  山口市

氏   名 林
はやし

正
まさ

則
のり

生年月日
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報告第１号

損害賠償の額を定めることに関する専決処分について

 損害賠償の額を定めることについて、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１８０条第１項の規定により下記のとおり専決処分した

ので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和８年９月７日提出

山口市長  伊  藤  和  貴  

記  

（そ  の  １）

１  専決処分の内容

(1) 損害賠償の義務の発生の原因となる事実

令和７年９月１１日午後１時５０分頃、山口市鋳銭司１２１７５

番１地先県道山口秋穂線の路上において発生した公務中の送迎バ

スによる傷害事故

(2) 損害賠償の相手方及び損害賠償の額

損害賠償の相手方 損害賠償の額

防府市大字新田２７５番地の５

有限会社近棟運送  

清算人  久  郷  拓  巳  

２６８，２５４円

山口市黒川７５４番地５ ３９，６００円
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株式会社元気ジャパン  

代表取締役  木  下  久  雄

山口県  

山口県知事  村  岡  嗣  政
１３，３１１円

２  専決処分年月日  令和８年６月２９日  

（そ  の  ２）

１  専決処分の内容

(1) 損害賠償の義務の発生の原因となる事実

令和８年５月１５日午前１１時１５分頃、山口市宮野下８２２

番地２恋路県営住宅敷地内において発生した公務中のじん芥収集

車両による損害事故  

(2) 損害賠償の相手方

山口市維新公園四丁目１番１号

一般財団法人山口県施設管理財団

代表理事  前  田  安  典

(3) 損害賠償の額

４０３，７００円

２  専決処分年月日  令和８年７月９日

（そ  の  ３）

１  専決処分の内容

(1) 損害賠償の義務の発生の原因となる事実

令和８年５月２１日午前８時５０分頃、山口市大内矢田北一丁

目９８７番５地先において発生した公務中のじん芥収集車両によ

る損害事故  
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(2) 損害賠償の相手方

山口市

高芝町内会

会長

(3) 損害賠償の額

１５４，０００円

２  専決処分年月日  令和８年７月９日
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